
4款衛生費
4項医薬費
2目医務費

事業名

(新)鳥取県地域医

平成27年度一般会計当初予算説明資料

医療政策課(内線:7228) 
(単位:千円)

本年度 前年度 比較
llt 源 内 訳

備考
匡庫克長金 起債 その他 般財源

(財産収入)

療介護総合確保基金 732， 544 。732， 544 1. 173 
事業 (基金繰入金)

731， 371 
トータルコスト 755.063千円(前年度O千円) [正職員:2. 9人〕
主な業務内容 補助金交付事務、委託契約事務、関係機関調整等

主懇意羽瞭目標骨鵬 安心安全な医療提供体制の構築

【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業]
事業内容の説明

事業の目的・概要

国の交付金を主財源とする f)鳥取県地域医療介護総合確保基金」を活用して「医療介護総合確保法

に基づく鳥取県計画」に基づく事業を実施し、効率的で質の高い医療提供体制の構築と地域包括ケア

システムの構築に向けて取り組む。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

1 病床の機能分化・ 0回復期・慢ι性期病床への転換及びそれに伴う施設設備整備 264，217 
連携のために必要な 〔高島病院、鳥取生協病院) (継続]
事業 0精神科の在宅復帰支援のための施設整備〔倉吉病院〕【継続]

0在宅医療推進のための看護師養成の支援 99， 744 
ーピスの充実のため 〔鳥取大学医学部附属病院〕【継続]
に必要な事業 。在宅医療を提供する機関が連携するための圏域内での調整・

支援及び連携拠点の整備〔各地区医師会等) (継続]
0在宅医療連携拠点、在宅療養支援診療所、地域包括支援セン
タ一等と連携した在宅歯科医療の拠点の整備・運営

〔鳥取県歯科医師会等〕【継続] など

3 医療従事者等めの確 0病院内保育所の運営〔病院内保育所運営病院) (継続] 367，410 
保・養成のたの事 0医師クラーク等の配置〔病院等〕【継続]
業 0分娩を行う医療機関の助産師及び看護師が緊急呼当び出し(オ

ンコール)に備えて待機した場合に支給する手 への支援
〔産科医療機関) (継続]

0県内の看護師養成所における教育の質の向上のための看護教
員に対する研修の実施〔鳥取県(委託事業)) (新規]
0認定看護管理者研修のサードレベル受講に係る経費の助成

〔鳥取県看護協会、研修参加病院〕【新規]
0災害医療コーディネーターの育成及び資質の維持・向上を図
る研修の開催及び研修参加への支援〔鳥取県) (新規]など

(預金利息) 1. 173 
~ 計 732. 544 

※上記表中、[継続]の事業は平成26年度から引き続き実施する事業であり、[新規]の事業は平成27年
度から新たに実施する予定の事業を示す。
※事業の財源となる基金は、平成26年度から毎年度造成(積み増し)されていくものであり、上記表中の
[継続]の事業は、平成26年度造成基金の不用額及び平成27年度に新規に造成される基金を財源とし、
[新規]の事業は、平成27年度に新規に造成される基金を財源とする。
※今後、上記表中の事業以外に、病床機能分化・連携のために必要な事業の新規分などを補正予算で要求し
ていく予定。
※平成26年度事業は、平成26年度11月補正で予算計上。

3 これまでの取組状況、改善点
0今年度、医師会等の県内の関係団体、医療機関等に事業の実施要望を確認し、「医療介護総合確保
法に基づく鳥取県計画Jを策定するとともに、計画上の事業を実施するための財源となる基金を造
成した。
0来年度も計画を作成し、基金を積み増していく予定であることから、改めて関係団体等からの要望
を把握するとともに、計画の着実な推進に向けた事業の進捗管理が必要である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費

4項医薬費

3目 保健師等指導管理費

医療政策課(内線:7190) 

(単位:千円)

事業名 本年度 |前年度| 比較 I 財 源 内 訳 l備考
|国庫支出金起債 その他 一般財源|

(新)助産師出向支

援事業 1. 223 。1， 223 1， 055 168 
トータルコスト 1， 223千円(前年度O千円) [正職員:0.0人〕
主な業務内容 補助金交付事務、連絡調整

工程表の政策目標守鞠 看護職員数の増(目標値:5，724人(平成27年末)) 
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

医療機関における助産師就業の偏在解消や実習施設確保、助産実践能力の向上等を図るため、助産

師出向システムを構築する。

(助産師出向とは、「現在の勤務先の身分を有しながら、半年から 1年間程度、他施設で助産師と

して働き、正常分娩の経験など助産師としての実践能力の強化を図るものJである)

2 主な事業内容

・事業内容

(1)鳥取県助産師出向支援事業連絡協議会の開催(年3回)及び運営

助産f，JjiiJJ向支援事業の実施、推進のための課題、解決策及び連携体制等の協議
(2)助産師以向支援コーディネーターの配置及び活動
事業推進のための関係機関等への周知及び働きかけ、助産師出向における施設問調整(マ

ッチング)、出向助産師への支援を行う

・委託先:鳥取県看護協会

・予算額:1， 223千円(財源:単県、国庫支出金)

3 これまでの取組状況、改善点

少子化や産科医不足などから分娩取扱い施設が減少し、助産師の数も限られる中、助産師の就業

先と業務内容に偏りが生じている。

<課題>

・診療所で県内の年間出生の6割の分娩を扱っているが、就業助産師の7割は病院に勤務している

現状がある。

・そのため、病院と診療所では助産師一人当たりの分娩件数に大きな差があり、病院では、危険判

断を伴うハイリスク分娩への対応が多く、正常分娩の経験ができない。また、診療所では分娩件

数が多く、助産師が不足している現状がある。

*平成25・26年度において、鳥取県看護協会が厚生労働省看護職員確保対策特別事業「助産師出向支

援モデル事業」を受託し実施。(モデル事業は1都 14県が実施)

(鳥取大学附属病院(派遣元)→山陰労災病院(派遣先) 助産師2名が半年間ずつ出向)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
4項医薬費
4目薬務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

(新)危険ドフツグ

起債

医療指導課(内線 :7203)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

その他 一般財源

(雑入)

撲滅プロジェクト 7， 188 。7， 188 1 1 7， 177 

トータルコスト 18， 059千円(前年度O千円) (正職員:1.4人、非常勤職員:1.0人〕

主な業務内容 委託契約、連絡調整等事務

工程表の政策目標絡協 薬物、毒劇物の濫用防止及び指導・取締り

事業内容の説明

事業の目的・概要
「鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例」を改正し亀危険ドラッグについて成分の特定を要件と

せずに製造、販売、使用等を全面禁止することとした。(改正条例施行日:平成26年 11月17日)
条例改正を機に、鳥取県には販売を規制する動きや、兵庫県や京都府で同様の規制が広がるなど

の効果が現れており、今後も継続して規制強化や啓発に取り組み、危険ドラッグの撲滅を図っていくロ

2 主な事業内容
(1)危険ドラッグの監視・規制取締 (4，676千円)
ア 危険ドラッグ情報のサイバーチェックによる情報収集事業委託
知事指定候補薬物の指定の際に必要となる危険薬物の最新情報を入手するため、ソーシャルデ
ータ収集事業を委託する。

イ 監視パトロールの実施
危険ドラッグ対策専門員を中心に、雑貨底、ビデオショップ等を訪閉じ、危険ドラッグの取扱
いの有無を確認するとともに、情報収集や啓発活動を行う。

ウ インターネット監視による販売業者へのNG表示の働きかけ
危険ドラッグをインターネットで販売する業者を監視し、鳥取県内に向けて販売しないよう申
入れを行う。

(2)薬物専門アドバイザーの委嘱に係る経費 (428千円)
薬物に関する専門的知見を有する薬物専門アドバイザー (2名)に助言をもらい、知事指定薬物
の指定等を行う。

(3)若者をターゲットにした啓発活動等の実施 (2，030千円)
ゲートウェイドラッグ(入門薬物)とも呼ばれている危険ドラッグを比較的多く使用している若
者をターゲットにした啓発活動を行う。

ア 薬物乱用防止出前大会の開催
中学・高校に出かけ、危険ドラッグ使用経験者の体験談や寸劇等を行う出前大会を開催する。

イ インターネット広告の実施

インターネットによる購入防止のため、主に 10代-30代の若い鳥取県民を対象に、インタ
ーネット検索サイト等で啓発広告の掲載を行う。

ウ 啓発漫画の動画化

危険ドラッグ啓発漫画の動画作成を行い、若年層の啓発活動に活用する。

(4)危険ドラッグ撲滅対策本部会議開催経費 (54千円)
危険ドラッグ撲滅対策本部に、プロパイダ一事業者などの外部の専門家を招耳害するための経費。

これまでの取組状況、改善点

平成25年3月に鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例を制定し、平成26年10月に危険ドラ
ッグを包括的に禁止する条例に改正した。

危険ドラッグの県内流通防止を目的に、監視パトロールやインターネットの危険ドラッグ販売底に
対するNG表示の申入れなどを行っている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
4項医薬費

4目薬務費
医療指導課(内線 :7226)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較

薬剤師確保対策促

進事業 1 1， 0671 5001 567 

財源

国庫支出司E否「

トータルコスト 13.397千円(前年度2，048千円) (正職員:0.3人〕

内

「?::
備考

その他

主な業務内容 l県内の薬剤師確保に係る鳥取県薬剤師会との連携、啓発活動、復職支援等
工程表現嬬目際骨i調|薬剤師確保対策の推進
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県と鳥取県薬剤師会が連携し、県内への薬剤師の就職の促進、未就業薬剤師の復職支援、高

校生等への薬剤師の職業紹介等を行い、県内で不足している薬剤師の確保を促進する。

2 主な事業内容

(1)薬剤師確保対策促進事業補助金(予算額:600千円)
①事業主体:鳥取県薬剤師会

②事業費:1， 200千円
③補助率・ 1/2

④事業内容

1)本県出身学生や県外就業者向けのUターン・ Iターン促進策

・鳥取県へのUターン・ Iターン就職を奨めるチラシを薬学部設置の大学に配付

.県及び薬剤師会による大学ガイダンスでの鳥取県の薬剤師就業促進の説明

2)未就業者の復職支援

-就業に向けた復職支援プログラムの作成・実施

・未就業者の登録・雇用希望の薬局等とのマッチング支援

3)高校生!保護者・高校教員向けセミナー(新規)

これから進路選択をする高校生やその保護者、高校の進路指導担当教諭を対象に、薬学部

のカリキュラム、学習環境、薬剤師の様々な仕事について広く紹介し、薬学部への興味や進

学意欲を高めてもらう

(2 )薬学生サマーセミナー(予算額 :467千円)
薬剤師を目指す全国の薬学生を対象に、県内の病院、調剤薬局の協力を得て、薬剤師 のチー

ム医療への関わり、在宅医療などへの取組現場を体験してもらい、薬学生の卒業後の進路検討や

県内就業促進につなげる。

3 これまでの取組状況、改善点

平成24年度から薬剤師確保対策促進事業補助金により、鳥取県薬剤師会と連携して、薬剤師
の県内就業、未就業者の復職支援等を推進するとともに、平成26年度には、薬学生サマーセミナ
ーを開催し、薬学生に県内の病院、調剤薬局等での体験等の機会を提供した。今後は、さらに、県

内からの薬学部への進学者を増やすことも、将来的な薬剤師の確保につながることから、高校生等

に対するアプローチを実施する。

4、
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平成26年度鳥取県営病院事業会計補正(経済対策関係)予算説明資料
l款資本的支出
1項建設改良費 病院局総務課(内線:7768) 
2目 建設仮勘定 (単位:千円)

事業名 補正前|補正 計
財源

開!:l11l1 il'ilfl 一他一の

訳
一
そ

一
金

内
一
入
一
繰

備考

司糊館建主2締芽業ー戸」一ーーーーーーL__ーーーーーj_ーーーー___Jー』一ーー___Jーーー____J_回目"ーーー_U明附-
1①埋蔵文化財発掘調査 1 0 1 25， 500 1見 5001 1 01 12，7501 12，750 
(②駐車場整備工事 1 0139，7161 39，7161 1 39，7001 01 16 
: (主基本・実施設計等 1 36，789 1 3，025 1 39，814 1 1ム36，7001 19，9071 19，818 
:_ __J地質調査等) I I I I I 

ーー詐-------ーーーnä，-mT68:Z4Yーfõ5"， -õ:ïõT-ーーーーーー -1ーー -3~-OOO r --32，-6 571---32:-5-8-4 
説明
1 事業概要
・中央病院建替整備予定地で秋恩遺跡の一部とみられる埋蔵文化財の遺物(土器類)が出土したこと
に伴い、予定の平成30年10月の新病院開院に間に合うよう早急に埋蔵文化財発掘調査に着手する。
・埋蔵文化財発掘調査の実施に伴う駐車場不足に対応するため、駐車場整備工事を今年度内に前倒し
で着手するとともに、駐車台数の拡充を図るロ (250台→312台)
・埋蔵文化財発掘調査の環境整備(作業エリア周囲への鋼矢板敷設、表土の撤去・処分等、安全・円
滑に調査を行うための工事)に必要な地質調査を追加で実施する。
(東部地域の医療の高度化のため平成30年に鳥取赤十字病院との問で病床再編を行うこととしてお
り、予定どおりの開院となるよう早急に行う。)

2 埋蔵文化財の調査計商
①調査場所 中央病院外来棟南側一帯(約13，600平方メートル)
②調査内容 3商6層(中世3層、古代1層、古墳時代前期2層)のそれぞれの土層で発掘・

記録保存を行う。

(参考)
・建設予定地は、
埋蔵文化財包蔵地
の区域外
-現病院の敷地及び
国土交通省の道路
工事(千倣鯨詰)で
は、遺物は出てい
ない。

※埋蔵文化財発掘調査で事業費は増加するが、引き続き黒字経営ができる見通しである。
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平成26年度一般会計補正予算(舘斉対策関係)説明資料

2款総務費
4項市町村振興費

1目 自治振興費
とっとり暮らし支緩課(内線:7 128) 

(単位:千円)

財源 内

事業名 補正前 補正 計 |回融J:I!1eI面| その他
(新)地域おこし協力隊サ

ポート事業

トータルコスト

従事する職員数
工程表の政策目標甘白書司

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

。1 3.9371 3.9371 2.937 1 
01 3.9371 3.9371 (補正に係る主な業務内容)
0.0人1 0.0人1 0.0人|委託契約事務、委託先と連携した企画・実施
地域の人材を活かした中山間地減における安全・安心な暮らしの幡保と、元気で活力ある中山間地
盤三三IJQ)笠迄

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

鳥取県内で}立地域おこし協力隊の配置古池み各地で活躍している。

H24年3月O名 → H27年l月49名→ H27年4月60名程度(予定)
また、国において出也域おこし協力隊を今後3年間事見状の約1千人から3倍に増加させる方針であり、
今後も県内の市町村における配置が更に増加していくことが予想される。

一方で、地域との関わり方など、活動を行う上での悩みを抱える隊員が多いほか、任期途中での@I駒瀬

見されることや、任期後の定着に課題があることなどから、隊員に寄り添いつつ、効果的な協力隊の導入や

運用のあり方について関係者の理解を深める。

2 主な事業内容
ノウハウを有する民間団体に委託して、地域おこし協力隊などに対して以下のような支援を行う。

【支援の例】

0地威と協力隊との聞の連携を深めるためのコーディネート
-協力隊にとって、地域とのコミュニケーションが不足することはストレスの原因となることから、

コミュニケーションを円滑化している他の地按での事例やその方法などについて、アドバイスを行

う。

α壬期中の地域おこし協力隊の活動の充実に役立つ情報やノウハウの提供
-協力隊の地域での活動における悩みについて、状況を整理したり、活動に役立つ既存の支援施策を

紹介

-協力隊の活動について、協力してくれる地域の人材を紹介

-行政の仕組みに不慣れな協力隊に、対応の仕方について第三者の立場で助言 . 

0地域おこし協力隊制度を導入(検討中含む)している市町村に対し、北蛾ニーズに合ったものとなる.
ょう、募集や制度運用上で参考となる情報の提供等

・導入予定の団体の事前相談対応、推奨事例の情報提供

・導入目的や実施予定テーマ、目的に合った雇用形態、募集方法、活動経費等についての助言

.県内市町キ扮t行う初任者研修への支援

問要経費]

3. 937千円(委託料) ※NPO法人学生人材パンクへの委託を想定

3 これまでの鵬E状況、改善点
これまで、地蛾おこし協力隊に対しては、隊員相互の情報交換等を目的とした砂階会(全県及E路地区ご
と)や、地域人づくり事業を活用しNPO法人学生人材バンクに委託して、協力隊のニーズ把握や、合意形

成能力育成などのスキルアップの取組を実施してきた。

しかし、地域おこし協カ隊の抱えるこースT立多様であり、ノウハウを有する民間団体との連携により協力
隊の支援を併せて行う。
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2款総務費
4項市町村振興費
1目 自治振興費

事業名

中山間地域買い物

福祉サービス支援

事業

平成27年度一般会計当初予算説明資料

とっとり暮らし支援課(内線 :7129)
(単位:千円)

本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

僅錬入剖

10， 850 4， 300 6， 550 10，850 

トータルコスト 15，509千円 (前年度 10，491千円) [正職員:O. 8人非常勤職員:0人]
主な業務内容 補助金事務、事業進捗状況検討会開催事務、事業とりまとめ

工程表の政策目標(指標) 中山間地域に不足しているサ ビスをビジネス的手法により提供するコミュ

ニティビジネスを創出します。

事業内容の説明 [rとっとり支え愛基金」充当事業]

1 事業の目的・概要
中山間地域の高齢化及び人口減少によって移動販売の収益性の悪化が懸念される中で、事業の継続性
を確保していくため、買物サービスを基本としつつ、地域に必要な福祉的なサービスを加えるなど、地
域の生活支援システムとしての構築を目指す。

2 主な事業内容
中山間地域で生活する高齢者を支援するため、買い物支援と見守りを合わせた新たな仕組み「買い物
福祉サービス」を全国に先駆けて開始する。
【買い物福祉サービス]とは
0市町が移動販売事業者に対し、要介護に歪らないまでも、見守りの必要な高齢者や移動販売を必要
としている高齢者等に対する見守りを委託し、移動販売事業者が常設庖舗営業、定期的な移動販売
と併せて見守りを行い、定期的な状況報告と緊急時における通報を行うもの。
0市町と移動販売事業者が定期的に情報交換する乙とにより、市町は住民の安心で安全な生活を守る
ことが可能となる一方で、移動販売事業者は新規顧客の確保や商品の受注増加が見込まれ、双方に
利点が生まれる。

乙の取組に対し、市町が移動販売事業者へ高齢者等の見守りを委託するのに要する経費の1/2を支援す
る。
-集落支援員制度を活用しない場合(市町の上財源が一般財源)
移動販売車1台当たり 1，850千円を 限として補助
-集落支援員制度を活用する場合(市町の財源とが特別交付税)
移動販売車1台当たり 650千円を上限 して補助

3 これまでの取組状況、改善点
-平成24年度から大学等と連携し、貿い物支援対策について調査を実施してきた。
-平成25年度、大学を中心に中山間地域生活支援システム検討会を設立し、買物支援の先進地域で
ある日野郡をモデルとして持続可能な生活支援の新たな仕組みを現地検証してきた。
-平成26年度、日野町、江府町、鳥取市佐治町で買い物福祉サービス実証事業を開始し、住民から
は買い物が便利になった、安心して話し杷手になってもらえるなど喜ばれている。

【参考】平成25年度鳥取大学における研究報告要旨
-持続的な住民サービスを実施するととは行政の役割。

-民間による移動販売を代替法により試算すると、年聞に約3，000万円の経費が必要
-住民サービスを継続させるために行政が3，000万円の経費を負担するか、又は民間に委託するのか。

-す民べ間きに。委託するのなら、行政と民間との役割分担が必要。福祉部分は行政が負担し、営業部分は民間が負担

一 一一
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

4項市町村振興費

l目 自治振興費

とっとり暮らし支援課(内線 :7129)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
ftj 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

高校と連携した中山

問地域の活性化事業 3，000 2， 217 783 3， 000 

トータJレコスト 3，777千円 (前年度 2，217千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 実施に係る県教委や関係課との調整、事業費執行等

工程表の政策目標(指標) 地域の人材を活かした中山間地域における安全・安心な暮らしの確保と、フCI
気で活力ある中山間地域づくりの推進。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

中山間地域振興の取組と連携し、地域において高校生の意見や発案を具体化することを通じて、生

徒遠の成長と地域の活性化を図る。

2 主な事業内容

県内の中山間地域において、関係市町や中山間地域娠興チーム、高校が連携し、地域の中に高校生

の活動の場を提供し、高校生の意見や発案を具現化することで、地域への愛着を育み、地域の活性化

につなげていく取組を進める。

具体的には、中山間地域振興と連携した県立高校の生徒の意見や発案を実現する取組に対し、モデ

ル的に支援する。 1箇所あたり1， 000千円×県内3箇所=3，000千円 | 
なお、総合事務所中山間地域振興チーム、関係市町、中山間地域の県立高校及び民間団体と連携し

て取り組む。

[具体的な取組例]

0高校生が町内の伝統的技法を職人から受け継ぎ、宿場の魅力向上につなげる取組や、町内の空き
庖舗を活用し、高校の生産物や加工品等を販売するショップを整備し、地域住民の憩いの場

-高校生との交流の場として充実させる取組。

0高校生の視点で県外から多数のアニメファンが訪れる景勝地の更なる魅力向上と、それを観光振
興に結びつける取組。

0地域おこし協力隊が活動する地域に出かけ地域づくりの現場を体験し、高校生の視点から提案す
る取組。

※全国の若者による学びの場とっとり創生事業(教育・学術振興課)と一体となって事業を実施する。

これまでの取組状況、改善点

日野三町においては日野高校魅力向上コーディネーターを設置して、日野振興センターも連携し、

島根県隠岐島前高校の実践も参考にしながら魅力ある高校づくりを始めているところであるが、一方

で、中山間地の高校について単に教育の場としてだけでな《、将来にわたり地域を担うリーダーを育

成する場となり、県外からでも人を呼び込めるような存在となるべきといった指摘もあり、取り組ん

で行く必要がある。
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2款総務費
4項市町村振興費
l目 自治振興費

事業名

中山間地域づくりサポート

体制構築事業

トータルコスト

封よ業務内容

工程表の政策目標儲欄

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

3， 169 21， 446 ム18，277 

13， 264千円(前年度30，733千円)

とっとり暮らし支擁課(内線:7961)
〈単位・千円)

目オ 源 内 訳
国庫支出金 起日責 その他 一般財源 備考

僅金繰入創
3， 169 

[正職員:1.3人]

中山間地域振興条例の擁立子及び施策に係る調整、地1域の活動リーダーの研修、大学との

連携・委託事務等

地域の人材を活かした、中山間地域における安全・安心な暮らしの確保と、元気で活力

ある中山間地域づくりの推進

(fとっとり支え愛基金J充当事業l

集落、地域運営組織等が自ら取り組み、地域かや直面する課題の解決につながるよう、地域づくりのサポート体制を

構築する。加えて、中山間地域集落の将来の人口推計を中心に、暮らしや課題等の情報を整理した「とっとり集落創

造シート」を活用して、市町とともに集落での話合いを進め、地域課題の解決に向けた計画の策定や具体的な取組を

促進することにより、住民による地方創生の樹甲しを図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)
項 目 予算額 事業内容

地域域おのこ活し協動力リ ダ や地 472 α似或おこし協力隊員砂F修
域お 隊員に対す . rl'i宮町村の地域おこし協力隊員を対象に、隊員相互のネットワーク
る研修

の形成と活動意欲の酸成を図るため研修・意見亥識を実施する。

0中山問先蛾リーダー養成研修
-県全体研修:活動団体や市町村の集落支援員などを対象に、地域

課題の耳蜘や解決の手法を戦講演会等を開催する。

-各地区制~:東・中・西・日野の地区ごとに、外部のアドバイザ

ーなどによる能動的な地減づくりのための講習会や、実地研:修な
どを行う。

とっとり集落創造シ ト 1， 166 0調査研院委託
活用推進 -シート開発者である鳥取環境大学に対し、県内中山間地域集落の

実態を経時的に把握するための調査研究を委託し、現地での活用

方法などの助言をいただく。

県間地内各域地振興区にlおける中山 840 0各者地を交区えごたと懇に談中会山同を地精域力振的興にチ開催ームしが、中リ山間ド地して域、振活興施動団策体のや浸蔀透や龍
ご係る懇談会

の開催 地域課題の把握、意見聴取等を行う。

山間集落実態調査の実施 691 0平成2年度から定期的(樹:15年間隔)に山間集落を対象に本県の
準備 中山間地域の実態を把握する基礎的な調査を実施している。

-平成28年度実施に向は対象集落の選定や項目の決定、調査票
の作成など、調査に係る準備を行う。

計 3， 169 
※市町村における集落支援員の配置促進を目的にモデル的に各総合事務所に配置している地域づくりサポーター(県版集落支援

員)については、市町村における専儲己置カ漣んだとと佃23年11月 l市4町240名(うち専任21名)→H27年l月2市6町
258名(うち専任49名))や、中山間地域振興チームの活動が定着したことから廃止する。

3 これまでの耳E組成兄、改善点
中山間地域の活性化を目的として近年市町村に配置が進んでいる地域おこし協力隊について、ネットワーク

の形成及'ð;t~互の連携を図るため、隊員研修等に取り組むこととした。

とっとり集落創造シートは、平成25年12月に鳥取環境大学、島榔畏中山間地域研究センターの協力により
データベースソフトが完成した。その後、平成27年1月現在で12市町659集落のシートが作成され、人口推
計の見える化により住民の意識変化が起こり、集落活性化活動に着手した集落も見られ始めている。
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2款総務費

2項企画費 交通政策課(内線:7641) 

(単位:千円)3目 交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
悶陣支出金 起債 その他 一般財源

(新)地方にお

ける新たな生活 20. 000 。20. 000 12. 000 8.000 
交通モデル事業

トータルコスト 24. 659千円(前年度 O千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 地域公共交通網形成計画策定

工程表町政露目標(指標) 中山間地域等での公共交通の確保と地域交通ネットワークの形成

地域生活交通の確保、公共交通の利用促進

事業内容の説明

事業の目的・概要

広域的な交通計画として、県・市町村と交通事業者等が連携して地域公共交通網形成計画を

策定する。

2 主な事業内容
。地域公共交通網形成計画等策定費 20. 000千円
県・地元市町村と交通事業者等が連携してパス路線の再編計画やコミュニティパス等による輸

送計画などを盛り込んだ地域公共交通網形成計画を県内 1圏域で策定する。

(1)計画策定業務 (8.000千円)
地域の公共交通ネットワークの再構築について、県や市町村、交通事業者等で構成する協議会

で意見交換等を行いながら、地域公共交通網形成計画を策定する。

<計画に盛り込む主な項目>

-現路線の課題と対応策

-路線再編の基本方針

-目指すべきサービス水準を達成するために行う事業(拠点をつなぐパス路線の再編計画、

循環型パス、コミュニティパス等による支線輸送計画、デマンド型乗り合いタクシ一等の

導入等)

(2)事前調査(12.000千円))
計画策定にあたり、公共交通の現状や移動実態及びニーズ調査などの事前調査を実施する。

<調査内容>

-県内の公共交通の種類、路線、頻度、利用者数、運賃などの調査

-利用者の出発点~到着点調査、アンケート調査、ヒアリング調査

-計画策定の過程で提案された対策のシミュレーションによる予測 など

3 これまでの取組状況、改善点

-市町村と連携して生活パス路線の維持確保に努め、地域の実情・ニーズに応じた市町村等の取組

に対して支援してきたところ。

-地域公共交通活性化再生法が改正され、地方公共団体が中心となり、まちづくりと連携して面的

な公共交通ネットワークを再構築することなどが示された。
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2款総務費
2項企画費
3目交通対策費

事業名 本年度 前年度 比較

山陰本線、若桜線、
智頭線など鉄道を 46， 984 18， 009 28， 975 
核とした魅力づく
り推進事業

日オ 源

国I~l支出 起債

金

交通政策課(内線 :7100)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

46， 984 

トータルコスト 57， 856千円(前年度 26，522千円) [正職員:1.4人]
主な業務内容 関係者との連携、補助金事務等

工程去の政露目標(指標) 智頭急行ス パーはくと等の摺使・延伸など幹線鉄道網の充実、関西圏等との交

流促進に向けた鉄道網の充実、若桜線の運行支援・利用促進

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内鉄道の観光列車化など、県内鉄道の利用を推進する取組に対し支援を行うことで、交流入

口の増大による鉄道の利用促進と地域の活性化を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

川区分 予算額 内容

鉄道を核とした魅力づ 44， 824 (1)鉄道の魅力情報発信事業(9，000千円)
くり . rローカル列車サミットJの開催

-県内鉄道をPRする番組の放送

-首都閣、京阪神でのPRキャンペーンの実施

(2)観光列車化支援事業(5，000千円)
'SLの試験運行や列車内での観光ガイドの実施など、県内

鉄道の観光列車化の取組みに対する支援

(3)山陰海岸ジオパーク内鉄道利用支援事業(7，100千円)
-山陰海岸ジオパーク内の鉄道を利用する観光客等の二次交

通費の支援
--田・・・ーーーーー----------------・・・・・ M 帽圃・・・・・・・・・--曹司・・・・・ー同帽・・・.--
(4)鉄道利用促進事業
-智頭急行の利用促進(5，701千円)
イベント・新聞・雑誌によるPR、智頭線利用促進協議会負担金

-山陰本線(鳥取駅以東)の利用促進07，772千円)
団体旅行なとへの支援、ガイドマップ作成、主要駅でのPR (看板、横

断幕)、 JR西日本広報誌やケーブルテレビによるPR

-若桜鉄道の利用促進 (251千円)
若桜鉄道利用促進実行委員会負担金

事務費 2， 160 
計 46， 984 

3 これまでの取組状況、改善点

県内鉄道については、鉄道利用促進のためにイベントや新聞・雑誌によるPR等を行ってきたが、

利用者数は減少傾向にあるため、これまでの取り組みに加えて県外に向けた情報発信の強化や観光列

車化に対する取り組みへの支援などを実施して利用促進を図る。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
6款農林水産業費
1項農業費 とっとり農業戦略課(内線:7256) 
1自農業総務費 (単位千円)

事業名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 。15. 885 15. 885 13. 885 2.000 
元気な里山応援事業

トータルコスト 。22. 076 22. 076 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.8人 0.8人 計画審査、補助金交付事務

工(指程標表)の政策目標

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要

農産物、水、エネルギーなど地域資源を活用しながら取り組まれる産業活動(農林水産業)の

生産拡大及び農観連携による地域の魅力づくり活動などを支援し、中山間地域等の活性化を図る。

2 主な事業内容

( 1 )補助事業(15.500千円J (単位:千円)

区分 事 業 内 re旬r 助成対象 予算額

元気な里山 中山間地域等での産業活動(農林水産業)の維持 -市町村 5.000 

計画事業 -発展を目指す取組を行うための調査、事業計画

(計画段階) 立案の経費を補助

補助率:県10/10、予定件数:10件、

補助上限額:500千円

元気な里山 上記取組の試行、実施に係る経費を補助 -市町村 . 10. 500 

実践事業 補助率:県2/3、予定件数:3件、 -主として農林水産業を

(実施段階) 補助上限額:7. 000千円(最大24か月) 行う事業者(農業生産

法人、集落営農、 NPO法

人、 JA、商工団体など)

ぷ口語、 計 15. 500 

*事業者に対する補助は、市町村経由の間接補助

*計爾は、市町村が主となって策定し、県に申請

<想定されるモデルの例>

-地域特産物の生産活動と組み合わせた農観連携の取組

-薪などの地域バイオマス資源を活用した農産物生産、販路拡大の取組

(2)審査会の開催(385千円)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度|前年度 比較 一般財源
備考

説明 中山間地集落の維持に効果的な道路整備を進めるための調査検討を行う経費である。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

8款土木費

2項 道路橋りょう費西部総合事務所日野振毘センター日野県十整備局{電話:0859-72-2044) 

事業名

(新)日野郡除雪機械運
の育成支援事業

-概要

:千

日野郡においては、除雪機械運転手の高齢化に伴い運転手が減少し、郡内の冬期交通の確保が
困難となると予想される。この状況を避けるため、郡内の3町と県が連携して除雪機械運転手と
なる若手人材を育成し、冬期も安心して暮らすことができる地域づくりを進める。

2 主な事業内容

町が除雪機械の免許取得に要する経費を助成する場合、県はその1/2を支援する。
(1)助成対象者

将来、除雪業務を受託する意思を有する者で、郡内に事業所を置く法人又は郡内に住民票を有
する個人(助成対象とする免許取得者は、個人にあっては郡内に住民票を有する者、法人にあっ
ては郡外の居住者でも可とし、概ね40歳未満の者とする。)

(2)助成対象経費
る教習料経費(一人当たりの町の助成上限額 :40万円、町の助成
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

6項防災費
1目 防災総務費

危機管理政策課(内線:7064) 

(単位:千円)

財源内訳

事業名 本年度 |前年度|比較 |亘雇|蹴 |その他 I-AIt I備考
支出金 I I I 財源

(新)降雨予測を活用した

災害対応支援事業
9， 083 01 9， 083 

トータルコスト I 1札636千円(前手蚕 0千円)-(孟議貢三日 2人]
主な業務内容 !委託業務の仕様の確認等
工程表の政策目標付旨標)Iー
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

9， 083 

本県及び県内市町村では、降雨予測等の気象情報については気象庁が発表する情報を活用してい
る。しかしながら昨今の豪雨災害は、局地的に、短時間で発生することから、県及び市町村にとっ

て、具体的な降水予測地域が把握しにくいこと、また降水予測期間が短く、夜間等の災害対策を判

断する材料としては不十分であることなどの課題がある。
とのため、より詳細・長期的な降雨予測情報を市町村へ提供し、市町村長の早期かっ的確な避難勧
告等の発令、県及び市町村における休日・夜間体制、予防的避難の検討、実施を推進する。

2 主な事業内容
(ー財)日本気象協会が独自に予測した降雨予測情報を県及び県内の市町村が閲覧できるようにす
るととで、市町村長の避難勧告等の発令の判断を支援するとともに、県の災害対応に活用する。

降雨予測情報は、気象協会のWEBサイト上に表示を行い、県及び市町村をはじめとした防災関係
機関が閲覧する。

<新たに活用する情報>
(1)超短時間降水予測

• 10分ごとの高頻度での180分先までの予測(短時間で急速に発達するような降水現象を見る場
合に適している)※気象庁の同様の予測(レーダー・ナウキャスト)では60分先まで
-地図メッシュの各地点における具体的な降水予測量(数値)を表示

時局地的な集中豪雨について、どの地区でどの程度の量の降雨があるかの見込みを立てることで、
早期の段階での避難準備情報、避難勧告の発令等の予防的避難に活用

(2) SYNFOS-3D降水予測
・3目先までの比較的長い期間を予測(台風や梅雨前線に伴う大雨など、長期的に降雨が継続する
ような場合の降水傾向を把握)※気象庁の降水短時間予報では6時間先まで
=今長期的な予測により、夜間の避難を回避する予防的避難や市町村の夜間等における体制の検討に

活用

<所要経費>

9， 083千円
(降雨予測情報システム導入業務 5，195千円(初年度のみ)、降雨予測情報等のサービス提供
業務 3，888千円)

3 これまでの取組状況、改善点
県では気象庁が発表、又はインターネットで公開している情報を活用し、市町村と連携を密にしな

がら入手可能な情報の中で気象情報等の必要な情報の取り方など、避難勧告の発令等のための必要な

助言等を行ってきた。
本事業によって、降雨予測情報のより効果的な活用について市町村と共に取り組む。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費

事業名 本年度 |前年度|比較 一般 |備考

J， 000 01 1.000 J， 000 

1 事業の目的・概要
平成27年は、鳥取県西部地震(平成12年10月6日発生)から 15年の節目に当たることから、
この機会を捉えて、風化が懸念される鳥取県西部地震の教訓を再認識するとともに、県民の防災意
識の向上や防災・減災マインドを醸成する契機とし、併せて地域防災カの充実強化に向けた県民、
市町村、県、防災関係機関の取り組みの一層の促進を図る。

また、人口減少や地域関連携の視点を踏まえ、これからの防災のあり方について考える。

2 主な事業内容
鳥取県西部地震から 15年目となる平成
27年 10月6日を中心に、鳥取県西部地
震15年フォーラムと関連する事業を実施
し、鳥取県西部地震の教訓を再認識すると
ともに、地域防災力の充実強化に必要な取

り組みについて考え、広く共通認識を持つ
とともに情報発信を行う。

〈鳥取県西部地震15年事業の全体イメージ〉

※次の内容等について、関係者と協議し、県内の防災力強化や県内外への情報発信を効果的に行える
実施方法を検討する。

(1)公開防災教育の実施(フォーラムに先立って実施)
土曜授業等を利用した小中学校の公開防災教育、防災教育の実践発表などによって、防災教育に

対する理解と取り組みを推進する。
(2)学会や大学と連携した事業(フォーラムに先立つて実施)

学会の研究発表会、複数の大学における地域防災カ向上につながる研究・取り組みに関するセッ
ションなどによって、今後の鳥取県の地域防災力強化へのヒントを探るとともに情報発信する。ま

た、鳥取県西部地震の教訓を県を越えて共有する。
(3)基調講演(フォーラム当日に実施)

防災に関する有識者の講演により、鳥取県西部地震の特徴やその後の災害を振り返り、今後の地
域防災力強化に必要な取り組みについて、共通の認識を形成する。

(4 )パネルディスカッション(フォーラム当日に実施)
上記(1)- (3)事業の関係者及び自主防災組織や災害ボランティア団体関係者などによる意
見交換により各主体の協調した対策など、地域防災カの充実強化に必要な取り組みについて、参加

者と共通の認識を形成し、更なる取り組みの推進を図る。

日 これまでの取組状況、改善点

5年フォーラム、 10年フォーラムを県で実施するとともに、 11-14年目フォーラムを災害ボ
ランティア団体に委託して実施するなど、鳥取県西部地震の教訓を継続的に防災対策に活用すべく、

情報発信と取り組みの促進を行ってきた。しかし、発生から 15年を経過したこと、鳥取県西部地震
を知らない世代が増えたことなど、教訓の風化が進んでいる。

近年全国的には多数の災害が発生していることを踏まえると、改めて鳥取県で実際に発生した大災

害をしっかり見つめなおし、防災意識を高めるととが喫緊の課題である。そのため、ごれまでの防災

教育の取り組み、大学や学会の最新の知見や取り組みなども取り入れて、これまでの取組みを発展さ

104 



平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費

事業名 本年度 |前年度| 比較

原子力防災対策事業 209， 347 I 149， 060 I 60， 287 

l 事業の目的・概要
中国電力(株)島根原子力発電所及び(独)日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センターに
おける原子力災害の発生に備えて、必要な原子力防災対策を講ずる。

2 主な事業内容
〔事業概要〕
原子力災害発生時の情報共有等に必要な原子力防災ネットワークシステムの保守、放射線測定器
の更新・維持管理及び原子力防災訓練、県民等への防災研修や避難先自治体向け計画説明等を実施
するとともに、原子力安全顧問会議から技術的な指導・助言を得ながら、原子力防災対策の強化を
進める。

1 
※注2:福祉保健部事業
※注3:生活環境部事業

3 これまでの取組状況、改善点

156， 923 

49， 955 

(15， 422) 

0島根原子力発電所に係る緊急時防護措置準備区域 (UPZ)としての原子力防災体制を早期に構
築することが、県民の安心・安全の確保に繋がることから、平成25年度から27年度までの3か年計
画で重点的に初期投資(資機材(可搬型モニタリングポスト、放射線測定器、ホールボディカウン
夕、安定ヨウ素剤等)や原子力環境センターを整備)することとしている。
0平成27年度は初期投資の最終年度。平成26年度までに資機材整備は概ね完了し、建物(原子力環
境センター)以外は、機器等の更新や維持管理が主。
O国へ初期投資に必要な予算の確保の要望を継続していくとともに、資機材の運用面での熟練度向
上を目指すことにより一層の対策強化を図る必要がある。
0原子力防災体制の強化に向け、今後とも、米子市、境港市、三朝町や防災関係機関等と協議する
とともに、島根県、岡山県とも連携して適切な対応を行い、引き続き、避難など原子力防災対策の
実効性を確保していく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

事業名 本年度 |前年度|比較 備考

62. 500 I 62. 500 

1 事業の目的・概要
f鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例」に基づく自助・共助を担う県民運動の促進や局所
的集中豪雨等の災害に対応するための防災・減災対策を促進するため、市町村が行う防災及び危機
管理に関する事業に対して、鳥取県防災・危機管理対策交付金による支援を行うロ

2 主な事業内容
次の(1)、 (2)の均等割及び (3)の事業割により算定した額を市町村に交付する。
なお、(1)、 (2)及び (3)のそれぞれの額は、対象事業費の 1/2を上限とする。
(1)(新)局所的豪雨災害枠均等割(10.500千円 市・ 750千円、町村:500千円)

(2 

l 【対象事業】局所的豪雨災害に備え、障がい者への配慮も含めた新たな防災対策を推進する事粟
迅速かつ的確な情報の収集及び伝達、備蓄物資の調達及び輸送手段の確保、想定さ
れる被害状況に応じた防災訓練の実施、広域的な応援態勢の構築、避難所設備・運
営体制の整備、業務継続体制の整備、医療救護体制の整備、自らの地域の災害リス
クを知り、対応を考える行動の促進等

(3)事業苦手IJ (39，425千円)
ア 消防団を強化する事業 (25 %、 10，375千円)
市町村の消防団員数で披分して配分(令部過疎指定町村は過疎補正 (2割増)) 

【対象事業]消防団員の能力向上、消防団員の確保、救助資機材の整備、女夜示請扇面語頭1;:夢
困じやすい環境の整備等

イ 自主防災組織を強化する事業 (35%、14，

(4)調整枠 (5%、 2. 075千円)
上記 (1)~ (3) の対象事業費の各 1/2 の額が上記(1).~ (3)の各配分額を結える額の合計額
について、市町村毎にその超える合計額に応じて調整枠を按分して配分を行う。
※上記 (1) ~ (3)の各配分額に満たなかった市町村の残りの配分額は、調整枠ぺ5引算する。

3 これまでの取組状況、改善点
消防団や自主防災組織の活動の活性化、組織率の向上、また、過疎・少子高齢化が進む本県の現
状に対応するため、当該交付金制度により地域住民が主体となった防災体制の構築に取り組んでい
るところであるが、新たに局所的豪雨災害枠を設けて、障がい者への配慮も含めた防災対策を推進
する事業を交付対象にするとともに、県民活動推進枠を県民運動・女性防災活動推進枠に変更し、
女性が防災活動に参画しやすい環境の整備に関する事業を推進することとした。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費

事業名 本年度 |前年度|比較 備考

5， 372 I 1. 252 
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を支援し、その取組事

(2) (新)ファミリ一向け防災訓練プログラム実施事業(1. 492千円)
若いファミリ一層を対象とした防災訓練プログラム「イザ!カエルキャラパン!Jを開催し、自
治会や地域の行事等に併せで楽しみながら災害時に必要な「知識lや「技術」の習得を図る。
訓練委託先 I NPOプラス・アーツ(プログラム開発者)
内 容 |プログラム指導者養成研修、防災訓練プログラムの開催(子供たちが水消火

器的当てゲーム等の防災訓練を体験し、その体験ポイントに応じて不要なお
ちちゃを交換できる。)

開催時期 |平成27年7月-10月

(3) (新)我が家・我がまち防災力診断実施事業(標準事務費)
家庭や地域(自主防災組織)で自分たちの災害に対する備えの現状を確認し、必要な備えや活動
が実践できるよう、防災力診断データベースを作成し、とりネット上で提供する。また、家庭や地
域の診断データを分析し、市町村の防災対策の活用に資する。

~， <コー.t-t'/J;/主唱 Q ;J;IJs/_.x..' "-茸..-:;:弔電; ¥ ... ー -;r V V I I J.f 

区 分 事菜概要 金額(千円)
自主防災活動アド 地域の防災研修等に鳥防取災県活動自主防に災対す活動アドバイザ (5団体 600 
パイザーの派遣 .34名)を派遣し、 等 る助言等を実施。
自主防災組織等 体自主に対防す災活る知動事に表関彰しを、実特施に。優れていると認められる個人又は団 98 
知事表彰の実施
防災活動発表大会 住民が主体となった防災体制構築支援事業による取組事例の発 312 
の開催 表、意見交換等により、住民主体の防災活動の実践を普及啓発

する。く開催時期等>平成27年11月頃に鳥取市で開催予定
標準事務費 470 

言十 1. 480 

3 これまでの取組状況、改善点
自主防災組織の結成促進に取り組んできた結果、県内の自主防災組織の組織率は78.8%(平成2
6年4月1日現在、全国平均80.0 %)まで上昇した。しかし、少子高齢化、過疎化等の進行が予想さ
れる中、自主防災組織の育成強化に加え、新たに婦人会等の多様な主体や、若年層や子育て世帯への
幅広い世代による防災活動を支援することにより、地域防災力の向上を図ることとした。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費
6項防災費 消防防災課(内線:7063) 

“ロ 防連絡盟整司自『寸曹司 聖 (単位:千円)
財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較
支国出庫金

起債 その他
ー財般源
備考

元気な消防団づくり支援
2. 195 1. 495 700 2. 195 事業

ト タルコスト 4. 525千円(前年度3.817千円) [正職員0.3人]
主な業務内容 消防団応援の底実施事業、消防団を中核とする地域防災力強化モデル委託事

業、消防団活性化推進表彰、消防団の広報・普及啓発

工程表の政策目標(指標) 消防団員、女性消防団員の増

事業内容の説明

l 事業の目的・概要
消防聞は地域密着性と即時動員力を特性とした地域防災力の要であるが、団員数の減少や高齢化
など消防団員の充足率の低下が懸念されている。また、平成25年12月に「消防団を中核とした l
地域防災カの充実強化に関する法律jが公布され、国及すび複地方公共団体が地域防災カの充実強化に
取り組むことが法律で定められた。近年、災害はますま 雑化、大規模化しており、県民の安全
-安心な暮らしの脅威となっていることから、この法律の趣旨を踏まえ、消防団員確保など消防団
を中核とする地域防災力向上の取組みを行う。

2 主な事業内容
(1)消防団を中核とする地域防災力強化モデル委託事業 (900千円)
市町村から消防団員確保に係る企画提案(団員や住民の意見を反映箇年)事を公業募のし2、年提目案内容から
委託市町村を選定の上、住民参加によるモデル事業を実施する (200i~:ljl:~0) 2 ~i=l)。
委託金額 3市町村X300千円
平成26年度実施団体 米子市、倉吉市、琴浦町
平成27年度実施団体 公募により決定
<モデル委託内容の例>

女性が事や訓業大練所学に等生参主へ加盟ので主主入き左団る園促環盤進境0) 、県内消防団の取組分析・評価・研修、 消防団員の処遇改善、
団員 づくり(訓日消練防参団加体時験に入お団け・る割育l車児・家事・介護等の負担軽減
等)、 構築、一 線参加等

(2) (新)消防団応援の鹿実施補助事業 (700千円)
(公財)鳥取県消防協会が新たに実施する「消防団応援の底実施事業」のPRに要する経費に対
して補助を行う(平成27年度限り)。
<消防団応援の庖実施防協事業会の概要>
(公財)鳥取県消 に登録を行った「消防団応援の底」は、消防団員対に対すして質物・利用
割引等のサービスを行い、地域ぐるみで消防団活動を応援し、消防団活動に る理解と協力、
地域の紳を深めることを趣旨とするもの。

(3)消防団活性化推進表彰 (220千円)
行他の模範となる消防団・分団・消防団員及び消防団活動に協力的な事業所に対する知事表彰
をう。
<表彰項目>地域防災力向上表彰、緊急時対応表彰、活動実績表彰、協力事業所表彰

(4)広報活動 (375千円)
新聞広告、防災フェスタ等で消防団活動を広く県民へPRを行う。

3 これまでの取組状況、改善点
消防団活動を広く県民にPRするなど、消防団に対する県民の理解と協力、県民の防災マインドの
醸成を図ることで、消防団員数は減少傾向にあるものの女性団員は増加してきた。平成26年度から
実施しているモデル委託事業を通じて、消防団活動を支えているのは消防団活動に対する家族や地域
の理解であるととや、消防団に対する地域からの感謝と尊敬の念の大切さを改めて認識したところで
あり、新たに「消防団応援の庖JをPRするなど、消防団の充実強化に取り組む。

<参考>
区 分 平成20年 平成25年 平成26年
団員数 5 171人 5. _l_2_5人 5. 136人
うち女性団員 95人 142人 1 52人
平均年齢 41. 2歳 41. 6歳 42. 6歳

消防団員の被雇用率 77. 5% 78. 5 % 78. 0 % 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

1項社会福祉費 福祉保健課(内線 :7144)

(単位:千円)1自社会福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
Qj 源 内 訳

備考
国防支出金 起債 その他 一般財源

昨量入)

(新)生活困窮者自 35，315 。35， 315 21. 025 3， 548 10， 742 

立支援事業

トータjレコスト 35，315千円(前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 委託料交付、関係機関との連絡調整等

工程衰の政量目標(指標) 稼働層の自立促進及び適正な援護の実施

事業内容の説明 f 

事業の目的・概要

生活困窮者自立支援法が施行されるにあたり、同法に基づく各種事業(自立相談支援事業、就労

準備支援事業等)を実施する。

2 主な事業内容

項目
予算額

財源 事業の内容
(千円)

①自立相談支援 21，018 国庫負担3/4 生活困窮者からの相談を受け付け、事業利用のため
事業[必須】 ほか のプランの作成、就労支援等を実施

②住宅確保給付 1. 530 国庫負担3/4 離職者等であって、所得等が一定水準以下のものに
金【必須] 対して、有期で家賃相当額を給付

③就労準備支援 2， 359 国庫補助2/3 直ちに一般就労が困難な生活困窮者に対して、生活

事業[任意] 訓練や社会訓練を実施

④学習支援事業 1. 425 国庫補助1/2 生活困窮世帯、生活保護世帯の子どもに対して学習
[任意] 援助を実施

⑤その他の事業 8， 983 国庫補助1/2 法施行後の県内市町村に対し、研修会の実施や人材

【任意] 育成等の支援を行う。

※①~④の事業は県が福祉事務所設置自治体として行うもの(就労支援については町村と共同

設置)

※⑤の事業は県内全域を対象に実施

※②は県直営実施、その他は県社会福祉協議会に委託実施予定

3 これまでの取組状況、改善点

-平成25年、 26年度と県社協にモデル事業を委託し、県東部地域を対象に生活困窮者の相談支援、

個別支援を実施するとともに、それによって得られたノウハウ等を市町村に伝達し、 27年度の体

制整備に向けた支援(研修、説明会)を実施してきた。

-県社協を中心に「生活困窮者自立支援ネットワーク推進会議jを設立し、関係機関との協力体制を

構築した。

-各市町村とも概ね実施体制が固まりつつあるが、 27年度以降円滑に実施できるか不安を抱えてい

るところであり、 27年度以降も引き続き県社協にパックアップ機能を持たせ、研修会の実施や人

材育成等の支援を行う。

(参考)生活困窮者自立支援促進モデル事業(平成26年度当初予算額): 

40，000千円(緊急雇用創出事業臨時特例基金(国) 10/10) 
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

3款民生費

1項社会福祉費
1自 社会福祉総務費

福祉保健課(内線 :7144)
〔単位干円J

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 音干 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)低所得者向け
灯油等購入助成事業 。9， 225 9， 225 9，225 

トータルコスト 。9， 225 9， 225 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 市町村への補助金

工程表町政露目IJ(指事)要援護者の自立支援及び適正な援護の実施
[地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方消費喚起・生活支援型)充当事業】

事業内容の説明 . 

事業の目的・概要

国の経済対策を受けて、低所得世帯に対して灯油購入費、商品・サービス購入費等の助成を行う市

町村に対して補助金を交付し、低所得世帯の生活支援対策を行う。

2 主な事業内容

実施主体 市町村(低所得世帯に対して灯油購入費、商品・サービス購入費等

の助成を行う市町村))

対象経費 灯油購入費等に必要な金品又は現物等に支給に要した経費

対象世帯 生活保護受給世帯 (H2 6. . 1 1末現在:5， 535世帯)

補 助 率 1/3 

l世帯上限額 5， 000円

《所要額算出式》

5， 000円X5，535世帯X1/3=9，225， 000円
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費

1項社会福祉費

1 2目 障がい者自立支援事業費
}
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事業名 補正前 補正 言十 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県社会福祉施設等耐
震化等整備事業 54， 000 27， 000 81， 000 18， 000 9， 000 
ト タルコス ト 55， 548 27. 000 82. 548 (補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 O. 2人 。人 O. 2人 補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標) 入所施設の入所者の地域生活への移行の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

消防関係法令の改正(平成27年4月l日施行)により、今後スプリンクラーの設置が必要となる施設
及び新たに設置を希望する施設に対して、平成26年度の国補正予算により措置される国庫補助制度を
活用し補助を行う。

2 主な事業内容

<スプリンクラー整備事業>

区分 内 n令ヨ句ー

実施主体 社会福祉法人等

対象事業 防火の観点から入所者等の安全を確保するために行われるスプリンクラー整備

補助基準額 [1， 000平方メートル未満の施設】
18， 000円×施設延べ面積
消火ポンプユニット等の設置が必要な場合はl施設当たり3，000千円加算

補助対象経費 スプリンクラー整備に必要な工事費又は工事請負費

補助率 3/4 
負担割合 国112、県114、事業主体114
補正額 27，000千円

18千円(基準単価)x 150平方メートル(平均面積)x 10件x3/4(補助率)
=20，250千円
消火ポンプユニット等加算3，000千円x3件X3/4(補助率)
=6，750千円

3 これまでの取組状況、改善点

従前の消防関係法令によりスプリンクラーの設置義務のある施設については、当事業の活用などに

より、全施設において設置済みであったが、平成27年4月l日施行の消防関係法令の改正により、介助
がなければ避難できない者が多数を占める施設等について、新たに設置義務が生じる。(既存の施設

については、平成30年3月31日までの聞は猶予期聞が設けられる。)
また、設置義務の課されない施設においても、利用者の安全を確保するためにスプリンクラーの設

置は有効であり、設置促進を図る。

1
 
1
 
1
 



平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費

1項社会福祉費

1 2目 障がい者自立支援事業費
障がい福祉課(内線:7193) 

(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計

国庫支出金
備考

起債 その他 一般財源

鳥取県グループホーム
スプリンクラ一等設置 11. 125 7，750 18， 875 7，750 
促進事業

ト タ Jレコスト 12， 673 7，750 20， 423 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.2人 。人 O. 2人 補助金交付事務等
工程表の政策目標(指標)入所施設の入所者の地域生活への移行の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

障がい者グループホームの利用者の安全性を確保するために有効であるスプリンクラー又は簡易型

スプリンクラーの設置促進を図るためのものであるロ

2 主な事業内容

(1)鳥取県社会福祉施設等耐震化等整備事業(スプリンクラー整備事業)への上乗せ補助

実施主体 社会福祉法人等

補助対象 短期入所事業所、共同生活援助事業所(グループホーム)においで、鳥取

県社会福祉施設等耐震化等整備事業(スプリンクラー整備事業)の補助を

受けてスプリンクラーを設置する社会福祉法人等

補助の考え方 社会福祉施設等耐震化等整備事業(スプリンクフー整備事業)による補助

額にl、補助対象経費の1/8を上乗せして補助するロ
負担割合 スプリンクラ 整備事業3/4(国1/2、県1/4)

県費上乗せ1/8(本事業)、事業者負担1/8
補正額 3，375千円

18千円(基準単価)x 150平方メートル(平均面積)x 10件x1/8 (補助率)

(2)簡易型スプリンクラーの設置費補助

実施主体 社会福祉法人等

補助対象 スプリンクラーの設置が義務付けられておらず借家を活用したグループホ

一ム又は国庫補助対象外のグループホームにおいて、簡易型スプリンクラ

ーを設置する社会福祉法人等

補助率 1/2 
負担割合 県1/2、事業主体1/2
補正額 4， 375千円

70千円(基準単価)x25住居x5室x1/2 (補助率)

3 これまでの取組状況、改善点
従前の消防法令によりスプリンクラーの設置義務のある施設については、社会福祉施設等耐震化等

事E備事業の活用などにより、全施設において設置済みであったが、平成27年4月1日施行の消防関係法
令の改正により、介助がなければ避難できない者が多数を占める施設等について、新たに設置義務が

生じる。(既存の施設については、平成30年3月31日までの閑は猶予期間が設けられる。)
また、設置義務の課されない施設においても、利用者の安全を確保するためにスプリシクラーの設

置は有効であり、設置促進を図る。借家であることなどの理由で設置が困難な場合は、簡易型スプリ

ンクラーの設置を促進する。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

4款衛生費
4項医薬費

2目医務費

医療政策課(内線:7173) 

(単位:千円)

自オ 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

地療域医療対策費(医
施設等施設整備 54.406 190.958 245. 364 190.958 
費)
トータルコスト 55. 180 190. 958 246. 138 補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 O. 1人 0.0人 O. 1人 申請書の審査・交付金支払い事務等

工程表の政策目標(指標)安心安全な医療提供体制の構築

事業内容の説明

事業の目的・概婆

医療施設の防災対策を推進するため、平成26年度国補正予算により措置される国庫補助制度を活
用し、耐震化のための施設整備事業を行う事業者に対して助成を行う。

2 主な事業内容

実施主体 高島病院 (2年目)、渡辺病院(初年度)

補助率 1/2 

財源 国10/10

補助対象経費 医療施設の耐震化整備に要する工事費等

補正額 190.958千円(高島病院:98. 260千円、渡辺病院92.698千円)

3 これまでの取組状況、改善点

国の医療提供体制施設整備交付金のほか、鳥取県医療施設耐震化臨時特例基金を活用しながら医療

施設の耐震化整備に対して補助を実施してきた。

県内の病院の耐震化率は76%(平成26年9月時点)

/ 
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
4款衛生費

4項医薬費

2目医務費

医療政策課(内線:7173) 

(単位.千円)

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新プ)リ有床診療所等
ス 事ン業クラ一等施

。148. 842 148. 842 . 148. 842 
設整備
ト タルコスト 。148. 842 148. 842 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 交付決定、額の確定等
工程表の政策目標(指標)安心安全な医療提供体制の構築

事業内容の説明

事業の目的・概要

医療施設の防火対策を推進するため、平成26年度国補正予算により措置される国庫補助制度を活
用し、スプリンクラー設置等の防火対策のための施設整備を行う事業者に対して助成を行う。

2 主な事業内容
ノ実施主体 病院又は有床診療所の開設者

檎助率 定額(ただし、整備対象面積1m当たり17.500円)
財源 国10/10

補助対象経費 スプリンクラ一等の防火対策整備に要する経費

補正額 148.842千円

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年10月福岡県内の有床診療所の火災により多数の入院患者が亡くなる事例が発生したこ
とを受け、消防法によるスプリンクラーの設置義務がない小規模の医療施設における防火体制の整備

のための国庫補助金が平成25年度国補正予算から計上されているところ。平成26年度は県内で2
診療所に対し補助を行った。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
2款総務費

6項防災費
1 

1 事業の目的・概要

前年度|比較

375.053 I 169.310 

因の交付金を活用して、島根原子力発電所に係る放射能モニタリングの拠点となる原子力環境セン

ターを整備し、人材育成を図るとともに、放射能モニタリングを実施するロ

2 主な事業内容

(1)原子力環境センターの整備 (348.478千円)
0スケジュール

平成25年度 平成26年度
地質調査 一一+
基本・実施設計

建築工事

機捺整備

0年度計画
ア平成25年度
-地質調査、基本設計・実施設計(H25-H26年度)

イ平成26年度
・原子力環境センター工事着工、分析機器を整備

ウ平成27年度
-原子力環境センター竣工、分析機器を整備

O原子力環境センター整備経費

雫成27年度

(単位:千円)

区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 計
基本実施設計等 16. 230 26. 117 42. 347 
建築関係 137. 716 204. 696 342.412 
機器整備 26. 500 143. 782 170. 282 
計 16. 230 190. 333 348. 478 555.041 
※主な分析機器:ゲルマニウム核種分析装置(46.892千円)、積算線量計照射装置等(44.464千円)

野外ゲルマニウム核種分析装置(26.965千円)、電気炉(8.262千円)
(2)原子力環境センターに係る人材育成(1.320千円)
原子力環境センターの運用に係る放射性物質の分析技術を習得するため研修等に参加する。

(3)モニタリングの実施等 (25.255千円)
島根原子力発電所の30km圏内に設置されているモニタリングポスト、分析機器の運用により、
放射線量等を把握する。

3 これまでの取組状況、改善点

・平成26年度に原子力環境センターの実施設計を行い、建築工事に着手した。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費

1項社会福祉費 くらしの安心推進課(内線:7183) 
(単位:千円)1自 社会福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

犯罪被害者等相談・ 9. 586 6.798 2.788 9. 586 
支援事業

ト タJレコスト 21. 234千円 (前年度 16.859千円) [正職員:1.5人]
主な業務内容 講演会の開催、広報啓発、急性期被害者支援、啓発・支援員研修等の開催

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

(1)犯罪被害者等への理解を促進するため、県民を対象とした講演会や行政担当者等の研修を開催す

る。

(2)性暴力被害者支援体制の早期構築を目指すため、県や関係機関・団体で構成する検討準備会を改
組し、支援業務を担う協議会組織を立ち上げ、先ずは急性期(被害直後~概ね6ヶ月)の性暴力被
害者を関係機関・団体が連携して支援する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 予算額 内 広廿句

犯罪被害者等相談 627 -被害者支援フォーラムの開催支援、市町村担当課長会議の
. ~害発事業 開催等

-人権教育推進者等を対象とした研修会の開催

-地域保健や精神保健に関わる保健師等を対象とした研修会

の開催

性暴力被害者支援 8. 959 <急性期被害者支援>(4.962千円)
連携事業補助金 -産婦人科医療の提供(診療、緊急避妊措置など)

[事業主体] -相談対応等(必要な支援機関へとつなぐ)

県、関係機関・罰
ー<1啓:持発軍・主支主援墾員研l三鋒修j等5F>事t事(会3，j9普9及7千硯円催rー

体による協議会

[補助率] -被害者支援に関する啓発事業や研修の実施

10/10 -協議会組織の運営等(事務局職員1名分の人件費含む)

dロh 計 9. 586 

3 これまでの取組状況、改善点
平成25年度から性暴力被害者支援に関係する機関・団体と情報共有・意見交換を行っており、平
成26年4月には関係機関・団体と性暴力被害者支援連携ネットワーク検討準備会を立ち上げ、性暴
力被害者にの方が安心して相談できる体制を構築するための検討を進めている。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費 くらしの安心推進課(内線:7183) 
l目 社会福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

地域の防犯力向上推 4， 953 3， 764 1， 189 4， 953 
進事業

トータルコスト 5， 730千円 (前年度 4，538千円)[正職員:O. 1人]
主な業務内容 補助金事務

工程表の政策目標(指標) 犯罪発生件数を平成28年までに6.9件/千人とする。

事業内容の説明

事業の目的・概要

犯罪が防止され、県民が犯罪におびえることなく安心して暮らすことができる地域社会を実現する

ため、地域住民による「自分たちの地域は自分たちで守る」活動の支援や市町村が行う防犯環境の整
備を促進し、地域の防犯カ向上を推進する。

2 主な事業内容
項 目 予算額 内 ，乍dゴ~ー

(千円)

[新規] 1， 000 市町村と地域住民とが一体となって、ソフト・ハー
地域の防犯カ向上推進事業 ド両面から地域の防犯力を高める先進的な取組を行う

地域をモデル地域に認定し助成するロ(提案型補助制
度)

-補助率市町村負担額の1/2(上限額500千円)
安全なまちづくりLED防犯 3， 953 市町村が防犯灯を新設又は市町村が防犯灯を新設す
灯設置促進事業 る自治会等に補助する経費に対し助成する。

※既存の防犯灯の更新は補助対象外

-補助率市町村負担額の1/3
d口h 計 4， 953 

3 これまでの取組状況、改善点
• r鳥取県犯罪のないまちづくり推進計画(第3期)Jでは、犯罪発生率を平成28年には6.9件/千人
とすることを達成指標としており、達成には市町村等地域の防犯カの更なる向上が必要である。

-平成24年度より 3年間の予定で「安全なまちづくりLED防犯灯設置促進事業」を実施。平成24年
度は10市町、計230基、平成25年度は13市町、計389基の防犯灯の新設に対し助成を行った。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費 くらしの安心推進課(内線:7284) 

(単位:千円)2目 食品衛生指導費

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)食の安全・安

心HACCP(ハサ 42. 951 。42. 951 42. 951 
ップ)推進事業

トータルコスト 52. 269千円 (前年度 O千円) [正職員:1. 2人]
主な業務内容 事業者へのHACCP取組の支援及び普及推進、消費者への啓発、補助金事務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
HACCPの導入により、食中毒の発生防止及び食品衛生法に違反する食品等の製造防止につなが
るなど、食品の安全性の向上が期待でき、全国的にHACCPを推進する動きが活発化しているロ
そζで、県内の食品取扱施設に対するHACCPの推進を強化するため、食品衛生法施行条例を改
正し、 HACCP基準及び鳥取県HACCP認定制度を新たに導入するとともに、より一層の普及を
図るため、事業者への専門家派遣及び施設整備の補助等や消費者への啓発を行う。

2 主な事業内容
① 各施設への専門家派遣等
食品衛生協会の食品衛生推進員による企業訪問を行い、条例HACCP及び専門家派遣制度を周
知する。また、施設に応じた相談対応を行う専門的な知識を有する者(専門家)を各事業者に派遣

し、 HACCPに取り組む事業者の支援を行う。併せて、勉強会や施設見学等を実施する。

②事業者への施設・整備の補助制度

実施主体 条例臥CCPに取組む事業者
事業費 30. 000千円(上限額 3.000千円)
補助要件 HACCP適合施設(改正条例に基づく認定制度)の認定取得
対象経費 HACCP適合施設の認定取得に係る施設・設備の整備
補助率 1/2 

③ 消費者への啓発
HACCPについて、消費者への普及啓発を行い、 HACCPの手法で衛生管理を行う事業者を
アピールする。また、消費者向け研修会を実施できる人材(食の安全・安心アドバイザー、専門ア
ドバイザー)を養成し、地域の講習会に派遣する。

3 これまでの取組状況、改善点
-従来から、 HACCPを推進するため、県独自にとっとり食の安全認定制度(要綱に基づく)の普
及推進を行ってきたが、取組みはなかなか進んでいない。(平成17年に創設し19施設を認定済み)
-食品事業者が実施すべき管理運営基準に関する指針(ガイドライン)が改正され、全国的にもHA
CCPに関する基準を条例に規定することになった。
'HACCPの推進を強化するため、条例を改正し、 HACCP基準及び認定制度を新たに導入し、
さらなる普及を図っていく予定である。

'HACCPを行うためには、施設・設備の改修が必要な場合もあり、資金的な支援が求められてい
る。
'HACCPの普及を効果的に進めていくためには、事業者だけでなく消費者への啓発を図っていく
必要がある。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
8款土木費
1項土木管理費
4目 建築指導費

件まいまちづくり課(内線 :7391)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

空き家対策支援事業 10， 000 10， 000 。 10， 000 

トータルコスト 12， 330千円 (前年度 12，322千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 制度説明、申請書の審査・補助金の支払い

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

中心市街地や山間部を問わず、県内各所において空き家の老朽化や放置による環境悪化等の問題が

顕在化しつつあることから、利活用を含めた早期対策を講じるため、空き家の実態調査及び利活用や

除却等に取り組む市町村を支援するとともに、老朽危険空き家等の所有者等に対し、その解体に係る

費用の一部を補助する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 予算額 内 R廿相

空援き事家業等実態調査支 2，000 市町村が空き家対策の 環として、地域の老朽家屋・空き家の実
態調査、地図情報等のデータベース化等に取り組む場合、調査等に
要する経費の一部を支援する。

-対象経費:現地調査費、地図情報等作成費 (GIS化、 DB化)、報
告書作成費

-補助率:1/2 (限度額:1， 000千円)
-補助対象:市町村

空き家活用等計画支 2， 000 市町村が実態調査に基づき、空き家の再生・除却、除却後の空き
援事業 地の再利用等に取り組む場合、測量、設計費の一部を支援する。

-対象経費委託費(測量;費、設計費等)

-補助率・1/2(限度額:1，000千円)
-補助対象市町村

〔新規〕 6，000 老朽危険空き家等のうち、旧耐震基準による建築物で倒壊すれば
老朽危険空き家等除 前面道路を遮断し緊急時の避難に支障が生じる恐れがあるもの等に

却支援事業 ついて、条例による勧告等を受けて当該老朽危険空き家を除却する

所有者に対して経費を補助する市町村に対して、その経費の一部を
支援する。

-補助率.県1/4、市町村1/4、所有者1/2(限度額:300千円/戸)
-補助対象.民間建築物の所有者(市町村へ間接補助)

3 これまでの取組状況、改善点
-平成24年12月に、庁内関係機関と市町村で「鳥取県空き家対策協議会」を設置し、年2回程度開催。
空家等対策の推進に関する特別措置法の動向と空き家に関する情報共有、意見交換等を行っている。

-今後も当協議会において、県と市町村の役割分担、行政として解決すべき課題等について整理し、

必要な空き家対策を進めていく。

-平成26年10月現在、 4市5町{昨年比+3市3町)で空き家条例が施行されている。
-そのうち4市町では、条例に基づく指導・勧告等により、当該物件を除却した所有者等に対する経
費支援を行うなど、積極的な対策を講じている。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
6款農林水産業費
3項農地費 農地・水保全課(内線:7323) 

~-
，.可..且::.1，，，，，， ι，、恒三才.~、・~ (単位:千円)

事業名 補正前 補正 苦オ
財 源 内 訳

備考国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新) 。 6，600 6，600 6，600 
ため池防災減災対策
推進事業

ト タノレコスト 。 9，696 9，696 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0 0.4人 0.4人 委託事務、補助金事務、事業実施に係る技術指導

工程表3弱者目標銘層部 品説拡散鶏鵜ヂの品1鐸主底部品観基軸院内昔話作

事業内容の説明
事業の目的・概要
農村地域の防災カ向上を図るため、ため池の調査点検やハザードマップの作成、ため池の廃止や凌襟等の

保(事全業対期策間、工平事成負27担~金31の年軽度減)などハード・ソフト両面から、ため池の防災・減災対策を総合的に実施する。

2(1主)調な査事推業進内事容業
(単位:千円)

区 分 事業主体 財源 補助率 事業内容 予算額
ため池の防災・減災対策を計画的に推進する

ため池点検 県 国庫 定額補助 ために調査点検を行う。 1，600 
(受益0.5ha以上又は貯水量1，000m'以上)

ため池が決壊した場合の浸水被害想定図を基
ため池ハザード 市町 国庫 定額補助 に、関係住民によるワークショップを実施し、初 5，000 
マップ作成 動体制や避難/レートの検討等を行う場合に経費

を支援する。
(浸水被害面積5h.以上)

3 これまでの取組状況、改善点
①県はため池の防災・減災対策を進めるため、平成25年度からため池の一斉点検や耐震性調査、ハザード
マップの作成、簡易な防災・減災システムの開発等を行4てきたャ
②平成26年度は一斉点検や耐震性調査の結果を基に、外部の学識経験者による第三者委員会において、
今後のため池整備方針や防災・減災に向けたソフト対策を検討している。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
6款農林水産業費
3項農地費 農地・水保全課(内線:7323)
せ日 Jp電...u:，W.J!s;.τ事rフ"' (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 国庫支出金 起債 その他 般財源 備考

ため池防災減災対策

推進事業 33，400 1，400 32，000 10，400 23，000 

ト タノレコスト 60，578千円(前年度 13，783千円)[正職員・3.5人]
主な業務内容 委託事務、現地調整、補助金事務、事業実施に係る技術指導

工程表税政策目標錨関 品事弘政:紘謀議晃子の品物gzg陸橋鱒哲義官説古語新作
事業内容の説明

事業の目的・概要

農村地域の防災カ向上を図るため、ため池の調査点検やハザード‘マップの作成、ため池の廃止や波探等の
保全対策、工事負担金の軽減などハード・ソフト両面から、ため池の防災・減災対策を総合的に実施する。

2(1主)調な査事推業進内事容業
(単位:千円)

区 分 事業主体 財源 補助率 事業内容 予算額
ため池点検 県 国庫 定額補助 ため池の防災・減災対策を計画的に推進するため

市町 単県 市町負担と に調査点検を行う。(県は受益0.5ha以上又は貯水量 2，500 
同額以内 1.000m3以上、市町はそれ以外)

ため池ハザドマ 県 各市町によるため池ハザ ドマップ作成を加速化す 2，300 
ップ作成推進 るため、県がモデル的に作成実証を行う。

国庫 定額補助 ため池が決壊した場合の浸水被害想定図を基に、
ため池ハザードマ 市町 関係住民によるワークショッ場プ合をに実経施費しを、支初援動す体る制。や 8，100 
ップ作成 避難ノレートの検討等を行う

市町負担と (国庫は浸水被害面積5ha以上、単県はそれ以外) 1，000 
同額以内

ため池防災・減災 単県 管理者にため池の水位上昇を知らせるためのシステ 600 
システム整備 市町、集落、 防災訓練の ム等を整備する。

(新)ため池防災訓 土地改良区 県補助上限 ため池ハザ ドマップに基づいた防災訓練等の実 400 
練支援 は10万円 施に要する経費を支援する。

(2)保全対策事業 (単位千円)

区分 豆蓋 補助率 事業内容

廃人止家す・人る命。等 予2算，00額0 ~統新:た回め農業池管周理たドめ 市同額町以負内担と|肘 .…め池の一中一で、決，~壊世しi

市町、集落、 単県 !るた。め池の管理M -改良す 1，500 
土地改良区 ため池竣諜

の県補助上 f目リ 15，000 
}刀円

(3)ため池整備推進交付金
(単位:千円)

区 分 事業主体 財源 補助率 事業内容 予算額
(新)ため池整備推 農家1戸当たりの工事負担金が10万円を超える場合
進交付金 事業申請人 単県 10/10 に、 10万円を越える部分に対し、漸増方式で助成す

る。

3 これまでの取組状況、改善点
①県はため池の防災・減災対策を進めるため、平成25年度からため池の一斉点検や耐震性調査、ハザード
マップの作成、簡易な防災・減災システムの開発等を行ってきた。

②平成26年度は一斉点検や耐震性調査の結果を基に、外部の学識経験者による第三者委員会において、
今後のため池整備方針や防災・減災に向けたソフト対策を検討している。
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8款土木費

3項河川海岸費 盟川

本年度|前年度| 比較

15001 5，17山
80， 369 

-概要
・効果的な河川整備Jr予防保全型河川維持管理」を基本方針として、水災害の被害解消(軽

減)に向けたハード整備を進めているところであるが、県内でも局地的豪雨が頻発する中、望書戒ふ避難のための
ソフト対策の重要性が高まっている。
一方、河川防災情報の理解度や切迫性が低いといった理由から、適切な避難行動へ誘導できていないな
ど、「避難勧告のあり方」が問題となっている。
こうした現状を踏まえ、昨年度、「災害対策基本法Jr避難勧告ガイドライン」等の法令が改正されたところであ
り、市町村が発令する避難勧告等は空振りを恐れず早めに出すことを基本とし、
りやすく設定するとともに、水害に対する意識瞥発を行うための総合的なYフト対策事業を推進する。

陰険水位見直しのイメージ]
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(3)防災・安全交付金(情報基盤整備)
水防活動や遊鮒子動が迅速かっ的確に行われるよう
水防警報や河川防災情報提供の強化を行う。
0河川監視カメラの設置(15箇所) (30，000千円)

(4)防災f静Eシステム管理運営費
インターネット、 NHK・ケーブルテレビのデータ放送を利用した情報提供や機器更新を行う。
①HPによる河川|防災情報(水位・雨量等)の管理運営費 (3，996千円)
②防災情報システム機器保守点検 (58，247千円)

〉書きの金額と一般財源の金額を加算した額である。
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8款土木費
3項河川海岸費
1白河川総務費
3目砂防費

事業名 本年度|前年度 比較

治山砂防課(内線:7819)
(単位:千円)

財源内訳|
l備考

国華組主主|起債|その他|一般財源

10，0001132，6001ム122，6001 5， 000 5， 000 

21， 339 21， 3391 5，614 15， 725 

3，2881 1， 8651 1， 4231 1 1 1 3， 288 
11，2お58引I1， 3ω04引l ム4伺61 I I I 1， 258 

3乱M川，0川0ω州0
5弘4，416千円(前年度160，4ω0ω9千円)[正職員:ゴ2.0人]

委員会開催、関係機関との調整、契約、制度周知、補助金交付

28年度末までに土砂災害特別警戒区域(レッド区域)の指定を完了

2 主な事業内容
(1)情報提供
①防災・安全交付金(情報基盤整備事業)(10，000千円)
市町が住民に避難勧告等を発令する際の基準となる
土砂災害警戒情報の精度向上及び利便性向上を図る。
(雨量及び災害発生状況の最新データ (H25-H27)を
追加し、警戒情報の基準となるモデル曲線の見直しを
検討する。)
②土砂災害情報システム管理運営費 (21，339千円)
鳥取県土砂災害警戒情報システムに利用する雨量計
の更新及び各システムの保守管理を行う。
(2)意識啓発
①土砂災害防災意識啓発事業 (3，288千円)
ア 土砂災害に対する警戒避難啓発用テレビCM放送

総合的な土砂災害対策
砂防えん堤等のハード対策及び土砂災害警警
戒区域の指定等の早期避難に資するソフト
対策を推進し、ハード・ソフト一体となっ
た取組を実施

|土砂災害対策問本柱

島根県と共同で、梅雨・台風襲期に民放3局で土砂災害防止啓発CMの放送を行う。
イ 防災を目指す出前裏山診断
学識経験者を交え、地域住民とともに居住地域の斜面を調査し、診断・解説を行う。
ウ 土砂災害・水害に関するシンポジウムの開催
気象予報士を講師として、一般県民を対象としたシンポジウムを開催する。

②土砂災害防止推進事業 (1，258千円)
鳥取地方気象台と連携し、小・中・高校生を対象とした防災教育、地域や企業を対象とした
土砂災害に関する防災講習会を実施する。
(3)警戒避難体制
レッド区域内住宅建替等補助事業 (3，000千円)
レッド区域内で住宅、遊灘所の建替等を行った場合に必要な構造強化に要する経費に対し、市
町と連携し補助を行う。※事業主体:市町村補助率:市町村補助額の 112(県上限 100万円)

3 これまでの取組状況、改善点
土砂災害防止法の改正(平成27年1月18日施行)に伴い、住民に指定前でも危険性を認識して
もらうため、平成27年1月30日に基礎調査結果を公表した。
今後とも指定範囲の周知を図り、一層の指定促進に努める。

0響戒区域(イエロー区域)の指定状況 O特別警戒区域(レッド区域)の指定状況

H26年8月末 IH26年度末 I H28年度末 I I H26年9月末 IH26年12月末 IH27年12月末
6，070箇所|・ 6，154箇所|約6，200箇所 I I 68% I 78% I 95% 
H27年中に概ね指定完了予定 H28年度中に指定完了予定
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9款 豊富察費

1項 撃事察管理費

3目 警察施設費

会計課(内線 :8502)
(単位:千円)

財源内訳
事業名 |本年度|前年度|比較 IOOUtll~ I 備考

国庫支出金 起債 その他一般財源 l

<422， 000> 
八橋警察署庁舎I625， 024 I 26， 604 I 598， 420 I 54， 498 I 422， 000 148， 526 I 570， 526 
移転整備事業

トータルコスト 628， 907千円 (前年度 49，047千円) [正職員:0.5人]

主な業務内容 企画調整、厳理、契約

事業内容の説明

1 事業概要
施設の老朽化及び狭隆化の解消を通じた県民サービスの向上と緊急事態対応の拠点整備を行

うべく、必要な機能を備えた庁舎整備を行う。

2 
所 在 地|敷地面積

東伯郡鞘町赤碕1919-211 6阿

東伯郡琴浦町八橋645 I 5， 171rri 1. 083rri 

建

建

階

階

造一

3
船一
2

構
一
噛

4
一植

物
一
ト
部
一
ト

建
一
均
二
乃

筋

筋
鉄

鉄

庁舎面積

3， 429rri 

3 新庁舎の機能
県民に身近な警察活動の

拠点として、各種事案や相

談業務に対応するための各

種事案対策室や相談室等を町

新たに設置することで治安

機能の向上を図るとともに、

併せ司、原子力災害等に備

えた ft~部地区の緊急診 g~対
処拠点としての機能二ι焔え

た施設とする。

特殊事件対策室

被害者対策室

相談室

射撃場

災害対策室

災害資機材保管室

燃料供給設備(ガソ

リン、軽油)

水、食料の備蓄供給

設備

継続費(建築)総額 1，432， 451千円

4 

(注)起債欄の上段< >書きは交付税措置額を除いた金額である。

総負担額は起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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9款警察費

1項警察管理費

3目 警察施設費

会計課(内線 :8502)
(単位・千円)

事業名 本年度|前年度
財源内訳
比較備考

1国師雌|起債 |その他|一般財源

東部運転免許セ

ンター庁舎移転 1602.5381 17.5231 585.015 
整備事業

トータルコスト I608. 750千円 (前年度 27. 584千円) [正職員:O. 8人l
主な業務内容|企画調整、設計監理、契約

く430.000) 
430. 000 

県費負担

172. 538 1 602. 538 

画一本
3 新庁舎の機能
施設利用者への行政サービ
ス向上のため、待合スペース、
講習室の拡充、適性検査室、
相談室、救護室等を新たに設
置することで利便性の向上を
図る。
待合スペース、講習室
の拡充
適性検査室、相談室の
新設
講習室に親子ルームを
新設
- 救護室、授乳室の新設

4 予定地周辺の安全対策
0 東部運転免許センタ一入
口交差点を、現状の押ボタ
ン式信号機から定周期式の
交差点信号機に変更し、交
通の円滑化を図る。
(道路管理者:右折レーン
の設置)
0 周辺住民の安全対策を確
保するための交通規制とし
て、日進小学校周辺地区に
おいて、平成 26年 9月
30日からゾーン30を実
施済み。

5 蔓茎宣璽
年度
平成26年度

平成27年度

平成28年度

.院，，"-一一一一一一一一ー「一一一一一---.¥一
主な事業内容

地質調蚕: 雇言語計

建築工事

建築工事

一 一一一月一二こここ二二一一一一一一
備考

継続費(設計)総額

継続費(建築)総額

40. 379千円

697. 388千円

(注)起債欄の上段く〉書きは交付税措置額を除いた金額である。

総負担額は起債欄のく〉書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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3款民生費
2項児童福祉費
1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7868)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり婚活応援プ 12. 778 6.538 6.240 12. 778 
ロジェクト事業
トータルコスト L7.438千円(前年度 10.408千円) [正職員:O. 6人]
主な業務内容 婚活イベント・セミナ 開催補助、婚活メ ル配信、企業聞の出会いの機

会のコーディネート等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明
事業の目的・概要
未婚化・晩婚化が少子化の一因と言われる中、結婚を望む方が早期に自らの望む形で成婚へとつな
げられるよう、出会いから交際までを総合的に支援する。

2 主な事業内容
事業名 予穿額伴内 内容 1 

①[新規】結婚に向 8，200 結婚支援を行う相談職員の配置及び結婚に向けた出会いの場の創
けた出会いの機会 出を図る事業等、結婚支援に主体的に取り組む市町村及び複数の
等創出事業 市町村で構成する協議会ヒ対し、その必要経費の一部を助成する。

事業名 結婚相談員設置事業 婚活イベント等開催事業
(補助率) 1/2 (補助率) 1/2 

補助率等 (補助限度額) (補助限度額) 300千円
1. 000千円

結婚希望者又は家族 多様な出会いの機会の創出及
からの結婚に関する び地域における結婚支援の機

対象経費 相談の受付、 1対 1運醸成等が期待される、イベ
の引き合わせ等を行 ント等の開催に係る経費
う専門職員の設霞に
係る賃金及び旅費

②婚活イベント情報 324 婦活サボタ が企画・実施する婚活イベント、セミナ等の開
メール配信事業 催情報を独身者へメール配信する。(システム使用料:324千円)
③婚活イベント開催 2，100 非営利団体(協議会・ NPO等)が開催する婚活イベントに対し、
経費助成事業 開催経費の一部を助成する。(補助金:300千円X7企画)
④事業所間婚活コ 1，944 事業所聞の出会いの機会を仲介する婚活コ ディネ タ を配置
ディネーター設置 する。(委託料:1，896千円報酬36千円 費用弁償 12千円)
⑤イケメン/なでじ 210 独身男女を対象とした、異性との援し方、服装及び会話等の魅力
こ養成セミナー開 向上を図るセミナー開催に係る経費の一部を助成する。

催経費助成事業 (補助金30千円X7企画)
合計 12.778 

3 これまでの取組状況、改善点
平成20年度の事業開始から、累計650件以上のイベント情報を配信し、累計16.000人以上が参加。
そのうち、累計1.100組以上のカップルが成立するなど、一定の成果があった。
市町村や民間団体等でも趣向を凝らしたユニークなイベントが企画されはじめており、県としても
補助金の交付等を通じて、連携して事業を推進したい。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
2項児童福祉費
1目 児童福祉総務費

事業名 |本年度|前年度|比較

(新)施設型給付費

県負担金 I 1. 590. 592 011. 590. 592 

子育て応援課(内線 :7570)

(単件エEA
備考

1. 590. 592 

トータルコスト
王五棄事丙蓉
工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
市町村が、認可教育・保育施設(認定こども圏、幼稚園、保育所)に対して行う施設型給付
(※)に要する費用に対して、県がその一部を負担する。

※来年度から施行の子ども・子育て支援新制度において、従来異なる仕組みで行われていた認可教育・保育施
設に対する財政支援の仕組みが、原則、市町村からの「施設型L給付」に一元化され、国、県、市町村で負担。

1. 593. 698千円(前年度O千円) [正職員:0.4人]
負担金の申請・交付、関係機関(市町村等)との連絡調整、指導監督

各種保育料軽減制度の子ども・子育て支援新制度との調整・見直し

1号認定

地方単独
費用分
(34%) [ヶ l県

2・3号認定

4

k

 

.
崎
県
H
W
e

国
1/2 

}県

新 ⑧ 
園
1/2 

全国統一
費用分

(国費対象)
(66%) 

市町村
1/4 

利用者負担額 利用者負担額

※1号認定については、現在の私立幼稚園に係る国の負担額を踏まえ、当分の問、全国統一費用部分(国費対象)と
地方単独費用部分を組み合わせて各施設へ給付され、地方単独費用部分の負担割合は、県、市町村各112となる。

3 これまでの取組状況・改善点
これまで本県が、国に先んじて取り組んできた単独事業で、新制度の公定価格に反映されていない
ものは歳児加配、障がい!A加配、年度当初からの乳児保育国置)については、引き続き実施し、保
育環境の充実を図る。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

2項 児重福祉費

l回 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7150)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 財 源 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)地域型保

育給付費負拐金 52， 549 。52，549 52， 549 
トータルコスト 53， 326千円 (前年度O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 負担金交付

工程表の政策目標 各種保育料軽減制度の子ども・子育て支援新制度との調整・見直し

(指標)

事業内容の説明

1 事市業町部の村が目負的、担事・概す業要者に対して行う地域型保育給付 (※) に要する費用に対して、 県が
そのーを るo

※地を域行市[型地町う保村育が給、付以下の保育事業を実施する事業者を認可し、事業者に対して財政支援

域iiiijiiiiT3吋児J3号認定)忙限る6 以上 19 以 ) 

-・・事家居業 保 以5外の児以童下を)定員に応じて一定数受け入れる場合に限る)

2 主な事業内容

区 分 内 ，廿長，

実施主体 市町村

負担割合 国(1 /負 2 県は 1/国4 、市各市町村町 1/4 
国担分、 から 村へ直接交付)

対象施設
地平域成(型内2保7訳年育)度事実業小施規を予行模定保う数施育設事8業カ所6カ所、 事業所内保育事業 2カ所

対象経費 事用業者負の通担額常jの運を減営にじた要額する(経=地費域と型し保て育国給が付定費め)る※「下公記定イ価メ格ー」 ジか図ら参「照利

予算額 52， 54 9千円

[公定価格、地域型保育給付のイメージ]

「 地域型保育

1束/品。。/ 
給付

国

⑨ 
1/2 
市町村
1/4 

利用者負担額

3 へ運移営ここ行れ助れま成しまたで事で施の業認設取)可組は外を状、行で運況っあ営てる・に改届い対善た出し点が保て育、当平施事成設業2に7に年対よ度しりかて財、ら政新単支県制援度でを運で受新営け設費る助さこれ成とるが(地届可域出能保型と保育な施育っ事設た等業。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費
2項児童福祉費
l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

~j 源 内 訳

事業名 補正前 補正 言十
国庫支出金 起債 その他 一般財源

備考

地域の結婚・出産・

子育て応援事業(地
34， 160 240， 000 274， 160 240， 000 

域少子化対策強化交

付金)

トータルコスト 35， 708 240， 000 275， 708 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.2人 0.0人 0.2人 補助金業務、委託契約事務、啓発資料作成
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

我が国の危機的な少子化問題に対応するため、国が交付する「地域少子化対策強化交付金」を財源にし

て、結婚、妊娠・出産、子育ての一貫した切れ自のない、地域の実情に応じたニーズに対応する地域独自

の先駆的な取組を行う。

2 主な事業内容
以下の5項目に分け、新たな少子化対策事業を行う。 (単位:千円)

事業項目 細事業名 事業内容 所要額

1 切れの目のない
(拡充)シニア世代の孫

自身の(将来の)孫育て及び地域で結婚・

支援を行うための
育て事業

妊娠・出産・子育て支援に取り組むシニア 4， 483 
仕組みの構築 世代を養成する。

マッチングで成果を上げている自治体等

2 結婚に向けた情 (新)とっとり出会いサ の事例や鳥取県の婚活事情を調査し、鳥取
21. 774 

報提供等 ポート事業 県に合った方法により結婚を希望する者同

士のマッチングを実施する。

(新)産科医不在町村等
助産師による訪問、電話等による相談を

の安IL'出産支援事業
実施するとともに、地域の助産師の所在地

3 妊娠・出産に関 をまとめたマップを作成する固

する情報提供 (拡充)思春期からの妊
6， 871 

娠・出産等の正しい知識
学校、企業等へ助産師などの講師派遣等

普及事業
を実施する。

(拡充)とっとり子育て
高等学校等へファイナンシャルプフンナ

4 結婚、妊娠・出 魅力発信事業
ーを派遣し、大都会と比較した鳥取県で暮

産、子育てをしゃ
らした場合の魅力を発信する出前講座等を

すい地域づくりに
実施する。 7， 010 

向けた環境整備 (拡充)自然に学び、遊び
保育施設等が実施する野外活動を支援す

るとともに、野外保育の担い手を育成する
きれ、とりっと事業

研修会を実施する。

(新)とっとり婚活必勝
鳥取県での婚活の成功率を高めるため、

5 少子化対策への セミナー開催事業
婚活に関する講演会、分科会、相談会を総

合的に行うセミナーを開催する。
前向きな機運の醸

テレビ、ラジオ等の複数のメディアを組
9， 862 

成 (新)結婚ポジティブキ
み合わせて、結婚することの魅力を情報発

ャンペーン事業
信する。

小計 50， 000 

市町村への間接補助
地域独自の少子化対策にかかる経費に対して、市町村へ補助

190，000 
(交付上限 10，000千円x19市町村)

合計 240， 000 
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<参考>
【地域少子化対策強化交付金]

危機的な少子化問題に対応するため、結婚、妊娠・出産、子育ての一貫した「切れ目のない支援」を

行うことを目的に、地域の実情に応じたニーズに対応する地域独自の先駆的な取組を行う地方公共団体

を支援するもの

(負担割合) 国10/10 (補助上限) 都道府県50，000千円 市町村10，000千円
(対象事業) 新規事業、要件に合致した継続事業

3 これまでの取組状況、改善点
「結婚Jr妊娠Jr出産Jr子育て」の支援に関して、既に実施している事業に加えて、「子育て王国とっ
とり条例(平成26年3月25日施行)Jに基づき、新たな取組を全県にわたって展開し、“出会い"から

“子育て"まで切れ目なく支援する社会を構築するための事業を実施した。

事業の実施結果から、シニア世代の子育て支援への関心が高いためシニア世代向け講座の充実、結婚に

対する若者のネガティブイメージの解消を図る機運醸成事業の充実、鳥取県の実情にあった出会いの場を

創出する事業の充実を図っていく。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

3款民生費

2項児童福祉費 子育て応援課(内線 :7148)

(単位:千円)l目 児童福祉総務費

財 源 内 訳
事業名 補正前 補正 計 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)多子世帯応援 . 
クーポン券発行事業 。190.000 190. 000 190.000 
ト タJレコスト 190.000 190. 000 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 発行業務、委託契約事務、啓発業務
工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明 [地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方消費喚起・生活支援型)充当事業]

事業目的・概要

子どもが健やかに生まれ育つ環境づくりを進めるととともに、少子化対策として、「もう一人子ど

もを産もう」という意識の促進、多子世帯の生活支援及び地域の消費喚起に資するため、鳥取県が発

行する「地方創生応援!とっとりプレミアム商品券J(※)取扱脂舗で使用できるクーポン券(以下

「多子世帯応援クーポン券」という。)を交付する。

※県産消費拡大と観光客誘致のため、県民・観光客が県産品購入等に利用できるプレミアム付商品券

2 主な事業の内容
多子世帯応援クーポン券を、多子世帯に無償交付する。

(1)交付対象

18歳未満の子どもが3人以上いる世帯
(2)交付額 :10，000円/世帯

(3 )予算額 190，000千円
《内訳》

委託料 :190，000千円
ア 多子世帯用クーポン券 158， 000千円(10，000円X15， 8001止帯(推計))
イ 市町村の配布事務費 25，000千円

ウ クーポン券印刷・精算業務費 7，000千円
(4)市町村との事務の分担

区分 業務内容

鳥取県 クーポン券作成、使用クーポン券の精算

市町村 県が作成したクーポン券を多子世帯へ回布

※市町村の上乗せ交付も想定(任意)

(5 )スケジュール

「地方創生応援!とっとりプレミアム商品券」の発行スケジZールによる。

3 これまでの取組状況、改善点

子育て世帯の経済的負担の軽減は少子化対策としても有効であり、特に多子世帯への支援について

は、保育料軽減など県全体の問題として市町村と連携しながら取組を継続してきた。

今回、県が発行するクーポン券を市町村の協力を得て配布することにより、県全体に広〈多子世帯

の生活支援及び地域の消費喚起を図る。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

3款民生費

2項児童福祉費

1目 児童福祉総務費

事業名 補正前 補正
財

計
国庫支出金

(新)鳥取県野外保

子育て応援課(内線 :7148)

(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他 一般財源
備考

育促進事業
。15， 684 15， 684 13， 684 2，000 

トータルコスト 。15， 684 15， 684 • (補正に係る主な業務内容)
認証事務、補助金事務、指導監査、関係機関

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 との連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明 [地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業]

事業の目的・概要

近年、多様な保育・幼児教育が求められ、また、自然体験活動の大切さが見直される中、本県の

恵まれた環境を活かして、子どもたちが、「豊かな自然」で“遊びきる"経験を持てる環境を構築す

るために、「森のようちえん認証制度」※において認証された森のようちえんの運営費を補助する。

※ 一定の基準を満たした森のようちえんを県が認証する制度であり、平成27年度から創
設の予定。認証基準や運営要領等については、平成25年度から官・民・学の協働提案・
連携推進事業として検討している。

2 主な事業内容
0鳥取県森のようちえん運営費補助事業
「森のようちえん認証制度」※1において認証された「森のようちえんJの運営費を補助
f負担割合】県 1/2 (市町村は任意)
[補助基準]以下の1人当たり月額単価により、利用児童数に応じて補助

利用定員区分 月額単価(円)

A 3-12人 27，39710 0 
B 13-18人 24， 

C 19-24人 23，500 

D 2 5人以上 22，650 

【予算額J15，684千円
(県内「森のようちえん」の6ヶ所への補助を想定)

3 これまでの取組状況、改善点
平成21年に智頭町で「森のようちえんまるたんぼうJが開設されて以降、東・西部において広
がっており(現在は県内5笛所開設)、子どもの発達の促進以外に、中山間地域振興、移住定住対

l 策の側面で効果をもたらしている。

しかし、森のようちえんの多くが、継続的な公費助成を受けられないため、安定した運営が困難

な状態であることから、平成25年度に官民学の協働提案・連携推進事業として「鳥取県森のよう
ちえん認証制度の創設検討Jが採択となり、平成27年度の制度開始に向け内容を検討している。
また、平成26年度においては、この認証制度のモデル事業として、県内の森のようちえんへの 1
運営費助成事業を実施している。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費

2項児童福祉費

1目 児童福祉総務費

事業名 補正前 補正 計
~j 

国庫支出金

子育て応援課(内線 :7148)

(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他 一般財源
備考

中山間地域市町村保

育料無償化等モデル 43， 300 39， 542 82， 842 33， 542 6， 000 
事業

トータルコスト 43， 300 39， 542 82， 842 (補正に係る主な業務内容)
認証事務、補助金事務、指導監査、関係機関

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人 との連絡調護

工程表の政策目標(指標) 多子世帯の保育料の軽減措置など、子育て家庭の経済的負担を軽減し、子育

て支援制度を充実する。

事業内容の説明 [地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業]

1 事業の目的・概要
少子化、人口減少の危機に直面している中山間地域において、自治体独自に保育料の無償化等に

よる子育て支援施策の取組により、若者の移住定住など地域活性化に果敢に挑戦する市町村に対し

て助成を行う。

2 主な事業内容
中山間地域の市町村において、保育料の無償化・軽減を行う場合、それに要する経費の一部を助成する。

ア実施主体 市町村

イ補助率 算定基準額の1/2
ウ対象経費 中山間地域※1に居住し、その地域の保育所、幼稚園、認定ζども圏、地域型保育

事業所を利用する子どもの保育料等を、市町村独自に無償化(軽減)※2するのに必
要な経費

【算定式) (基本の保育料額※3)ー(無償化・軽減後の保育料)
※l鳥取県中山間地域振興条例で定める中山間地域
※2無償化される対象を設けることを必須要件とする。
※3平成25年度(事業創設の前年度)に各市町村が設定していた保育料額

エ予算額 予定市町村 6町
算定基準額 79，085千円Xl/2=39，542千円

3 これまでの取組状況、改善点
平成26年度から、中山間地域振興と子育て支援策に果敢に取り組む市町村をサポートする目的で、事
業を開始し、 6町(若桜町、三朝町、大山町、日南町、日野町、江府町)が、この事業を活用して、各町
で保育料の無償化・軽減を実施しているロ

これにより、居住地の保育料と比較して保育料の安い本事業の実施町に引っ越す事例もあるなど、子育

て支援・中山間地域対策において一定の効果があったと考えられる。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

3款民生費
2項児童福祉費
1目 児童福祉総務費

事業名 補正前 補正 言十
財

国庫支出金

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

病児・病後児保育普及
2.994 6. 503 9.497 5.503 1. 000 

促進事業

トータルコスト 3.768 6. 503 10.271 (補正に係る主な業務内容)
従事する職員数 O. 1人 0.0人 O. 1人 関係機関との連絡・調整、補助金事務
工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組

を実施する。

事業内容の説明 【地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業】

事業の目的・概要

保育を実施している施設が抱える課題に対して財政的支援を行うことにより、実施施設の病児・

病後児保育の充実を図るとともに、今後の新たな実施施設の培加を図ることを目的に事業を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 事業概要 予算額

(新)開設準備経 病児・病後児保育施設を開設するための改修費等について、 4. 000 
費助成事業 国制度(地域子ども・子育て支援事業(※))の基準額を上

回る場合、その上回った部分に対して助成する。

0実施主体:市町村
0負担割合:県113、市町村山、事業者113
0限度額 : 1施設あたり2，000千円(基準額6，000千円)
※国制度は、 1施設あたり上限4，000千円(国113、県1/3、市
町村山)の定額補助。

(新)利用調整検 病児・病後児保育の繁忙期等における利用調整の円滑化を促 500 
討事業 進するため、関係者(事業者、市町村、保護者等)で協議の

場を設置し、問題点の抽出、具体的な方策を検討する。

病児・病後児保育 国制度要件を超えて職員を配置している又は職員配置や利 2. 003 
施設助成事業 用数が国庫補助要件に満たない病児・病後児保育施設へ助成

する。

0実施主体:市町村
0負担割合:県112、市町村112
0補助対象:国制度の対象とならない以下の施設
(基準を超えて)保育士を手厚く配置する施設

(年間延べ10人未満の)小規模な受け入れ施設'
-届出保育施設(市町村は任意負担)

合計 6， 503 
※病児保育施設の運営費(国制度分)については、地域子ども・子育て支援事業(病児保育事業)

により支援。

※医療機関が、他の医療機関の職員も対象にした病児・病後児保育や夜間保育等の院内保育を実施

する場合は、医療政策課所管の鳥取県地域医療介護総合確保基金事業(病児・病後児等保育施設

整備・運営事業)により支援。

3 これまでの取組状況、改善点
病児・病後児保育施設は、保護者ニーズや県・市町村による事業者支援等を背景に、近年徐々に

増加し、現在22施設で実施されているが、さらに今後5年間で、 3市町村が施設の新・増設を計
画しており、うち2町村が平成27年度での新・増設を検討している。
その一方で、事業者からは「季節による利用者の変動が大きく職員の常時配置が困難J、 「病気
の流行期における施設聞の利用調整が悶難Jとの課題も指摘されており、病児保育の普及促進のた
め、これら課題に対する対応が求められている。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費
2項児童福祉費
1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

目才 源 内 訳

事業名 補正前 補正 言十
国庫支出金 起債 その他 一般財源

備考

保育サービス多様化

促進事業(障がい児保
158， 153 136， 766 294，919 115，766 21， 000 

育、重度障がい児保育

事業)

トータルコスト 158， 153 136， 766 294，919 (補正に係る主な業務内容)
認証事務、補助金事務、指導監査、関係機関

従事する職員数 0，0人 0.0人 0.0人 との連絡調整
工程表の政策目標(指標) 多様な働き方・社会参加を応援するための保育制度(延長保育、一時保育、

乳児保育、障がい児保育、病児・病後児保育、夜間保育、休日保育等)を充実

させる。

事業内容の説明 【地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業]

事業の目的・概要

保護者の勤務形態の多様化、核家族化の進行、特別な支援を必要とする児意の摺加などに伴う様々な保

育需要に柔軟に対応することにより、安心して子どもを生み育てやすい環境を整備するとともに、児童の

福祉の向上を図ることを目的とする。

2 主な事業内容
実施主体:市町村

負担割合:県1/2市町村1/2
(1)障がい児保育
各市町村が特別な支援が必要と認めた子どもに対して、保育士等を配置する場合に助成する。

補助対象経費 各市町村が特別な支援が必要と認めた2号認定こども、 3号認定こども
(※1 )に対して、保育士等を配置する経費

補 助 率 県 1/2 市町村 1/2 
補助基準額 対象保育士1人につき 148， 500円/月X1/2=74，250円

(非常勤職員人件費0.5人分相当※2)
予 算 額 122，369千円

※1施設型給付等を受ける子どものうち、保護者の労働等により家庭において必要な保育を受ける
ことが困難である者(子ども・子育て支援法第19条第1項第2号、 3号)
※2障がい児保育について、国から市町村へ対象児童2人につき1人の保育士を配置するよう地方
交付税措置されている額、又は子ども・子育て支援新制度の公定価格へ組み込まれている額は除

く。

(2 )乳児保育
特定教育・保育施設及び地域型保育事業所が私立保育所が、途中入所の乳児を担当する保育士を年度

当初から配置する経費について、市町村を通じて助成する。

補助対象経費 特定教育・保育施設及び地域型保育において、年度中途の乳児の入所に

対応するため、年度当初から3ヶ月分の保育士を配置する経費
補 助 率 県 1/2 市町村 1/2 
補助基準額 保育士l人あたり: 5， 940円 X21 日 x3ヶ月 (4~6月) = 374，220円

(1保育所あたり2人までを上限とする)
予 算 額 14，397千円
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
3款民生費

2項児童福祉費

1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7570)

(単位:千円)

事業名 補正前|補正
財源内訳一

;備考
l国庫支出金|起債|その他|一般財源

保育所に対する総合

支援事業(低年齢児

等受入保育所保育土

特別配置事業)

トータルコスト

従事する職員数
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109.212 19. 000 

169.7581 128.2121 297.9701. (補正に係る主な業務内容)
補助金の申請・交付、保育指導、関係機関との

O. 1人I 0.0人I O. 1人|連絡調整

工程表の政策目標(指標)I一

事業内容の説明 【地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業]

1 事業の目的・概要
各保育所等に配置される保育士の増員を図ることによって児童の健全な育成を促すとともに、保

育士の就労環境の改善を図るために正規雇用を促進することを目的とする。

l歳児が5人以上入所している教育・保育施設及び地域型保育事業実施施設を対象として、 1歳
児の数に対する担当保育士数の割合が4.5: 1 (国の基準6・1)となるような保育士の加配を行う
場合に助成する。

2 主な事業内容

国の定める基準保育士配置数よりも手厚く保育士を配置した場合に、それに要する経費の一部を

助成する。

0実施主体:
・補助要件を満たす教育・保育施設及び地域型保育事業を運営する市町村

-補助要件を満たす教育・保育施設及び地域型保育事業に間接補助を行う市町村

※地域型保育事業のうち小規模保育事業C型、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業は除く。

O補助率:補助基準額の 1/2
0負担割合:県1〆2、市町村1/2
0補助額:非正規職員単価 148.500円/月

正規職員単価 259.000円/月
※単価は加配後の職員数から国の定める基準による職員数を引いた人役差1. 0人当たり
O対象施設:
1歳児が5人以上入所している教育・保育施設及び地域型保育事業実施施設において、 1歳
児と 1歳児担当保育土の割合が4. 5: 1以上となるよう保育士を加配する施設

0補助要件:
以下の要件を全て満たす場合に対象とする

. 1歳児が5人以上入所していること

・施設全体で算出した最低基準保育土配置数より、加配した基準数が上回ること

〔正職員単価を適用する場合〕

. 1歳児を担当する全ての保育士が正規職員であること
・施設における加配保育土について、新規正規雇用又は現に勤めている非正規職員の正職員化

し、施設における新規職員の数が基準日より増えていること

・複数の施設を運営する者については、運営する全ての施設における正規職員の総数が基準日

より靖えていること
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

3款民生費

2項児童福祉費

1目 児童福祉総務費

事業名 補正前 補正
目才

言十
国庫支出金

子育て応援課(内線 :7148)

(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他 一般財源
備考

鳥取県多子世帯保育

所保育料軽減子育て 320， 170 332， 724 652， 894 282， 724 50， 000 

支援事業

トータルコスト 320， 944 332， 724 653， 668 (補正に係る主な業務内容)

認証事務、補助金事務、指導監査、関係機関
従事する職員数 O. 1人 0.0人 O. 1人 との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 多子世帯の保育料軽減、小児の医療費軽減助成の継続、子育て同盟による新た

な手法の模索

事業内容の説明 [地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業]

事業の目的・概要

国の軽減制度と県の軽減制度を組み合わせて、同一世帯の第3子以降の児童のいる家庭の保育料を軽減
することにより、子どもが健やかに生まれ育つ環境づくりを促進するとともに、少子化対策として「もう|

一人子どもを生もう」という意識の促進を図る。

2 主な事業内容
子どもが3人以上いる世帯の第3子以降の児童の保育料を以下のとおりに軽減する市町村に助成する。

【3歳未満児] 国の定める保育料徴収基準額(以下、国基準額)の 1/3以下
[3歳以上児] 国基準額の2/3以下

補助率 算定基準額の 1/3

対象経費 多子世帯の第3子以降の2号または3号認定こども※1
ただし、世帯に子ども・矛育て支援法において施設型給付等を受ける子どもが同時に

2人いる場合、国制度(※2)の対象外の児童へ振替適用

※1 施設型給付等を受ける子どものうち、家庭において必要な保育を受けること

が困難である者(子ども・子育て支援法第19条第1項第2、3号)
※2 同時入所している児童の保育料を、 2人自は1/2軽減、 3人目以降は無料 l

算定基準額: 995，582千円 (対象児童数 3， 297人)
県負担金 3ヨ2，724千円
市町村負担金 409，942千円

保護者負担金 253，784千円
※保護者負担金欄は、国基準額保育料ではなく、市町村が定める保育料で算出
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平成26年度一般会計補正(経済対策関係)予算説明資料
4款衛生費

l項公衆衛生費

5目母子衛生費

子育て応援諜(内線:7572) 
(単位:千円)

事業名 補正前 補正 言十
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

不妊治療費等支

援事業 183. 626 14. 926 198.552 12.926 2. 000 

トータルコスト 195. 235 14. 926 210. 161 (補正に係る主な業務内容)

従事する職員数 1. 5人 O. 0人 1. 5人 特定不妊治療・人工授精費助成業務
工程表の政策目標(指標)不妊治療費助成の継続及び不妊・不育症に関する普及啓発を行う

事業内容の説明 [地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)充当事業】

1 事業の目的・概要
不妊に悩む夫婦等を経済的・精神的に支援するため、国庫補助制度の助成回数を超えた特定不妊治療、

人工授精に係る費用について、国が交付する地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)

を財源として助成を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事 業 内 H廿旬 予算額

特定不妊 特定不妊治療費助成金交付事業(国庫補助)の上限回数を超える治療、 11. 076 
治療費助 国の制度改正により助成対象外となる治療について単県で助成する。

成金交付 0助成額治療1回あたり:7万8千円
事業(単 0助成回数年度内の制限なし。
県補助) (ただし、国庫補助対象分から通算し5年度まで)

人工授精 人工授精に要した経費のうち、健康保険が適用されない費用について単 3. 850 
助成金交 県で助成する。

付事業 0助成額 自己負担の1/2を単年度あたり 10万円まで
0助成期開通算2年度まで助成

1?i 計 14.9.26 
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費

2項児童福祉費

3目母子福祉費

青少年・家庭課(内線:7869) 

(単位:千円)

目オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

ひとり毅家庭学習支
援事業 18. 252 6.906 11. 346 10. 576 7. 676 

ト タルコスト 18. 252千円 (前年度6.906千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 補助金の交付、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

ひとり親家庭の児童等の学習を支援するため、市町村が実施する「ひとり親家庭学習支援事業Jに対

し補助金を交付する。

2 主な事業内容
(単位.千円)

項目 事業内容 予算額

学習支援事 ひとり親家庭の児童等の学習を支援するため、ひとり親家庭の児童

業 等に対して、大学生や教員OB等の学習支援員による学習支援を実 15. 864 
施する。

実施主体:市町村(負担割合:国1/2、県1/4、市町村1/4)
(新)児貨の 学習塾形式で実施する場合、送迎を困難とするひとり親家庭の負担

送迎支援 を解消し、多〈のひとり親家庭の児童の学習を支援するため、学習 2. 388 
会場までの送迎支援を実施する。

実施主体.市町村(負担割合:県1/2、市町村1/2)
合計 18. 252 

3 これまでの取組状況、改善点

ひとり親は、日領、就業や家事に追われ、子どもの学習等に手がかけられない状況にある。経済的

な理由は勿論のことであるが、学習会場への送迎の負担も学習塾へ通わせられないひとつの要因とな

っている。

このような状況から、学習会場までの距離が遠く、送迎が困難なひとり親家庭の児童への不利益を

解消し、等しくひとり親家庭の児童が学習支援を受けられるようにするため、平成27年度より、学
習支援事業と併せて送迎支援を実施する市町村に対し、単県で補助を行う。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
5款労働費

2項職業訓練費

2目 職業訓練校費

事業名 補正前 補正 計

雇用人材総室[労働政策室1(内線:7223)

(単位.千円)

財 源 内 訳

備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

職業訓練生託児

支援事業 5， 260 10，440 15， 700 8， 440 2，000 

トータルコスト 5， 260 10， 440 15，700 (補正に係る主な業務内容)
制度周知、奨励金支給事務

従事する職員数 0.0人 0.0人 0.0人

工程表即日華目標(指揮) 産業人材育成センターの機能強化(託児サービスの充実等)

事業内容の説明 「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

事業の目的・概要

求職活動中の育児者が職業訓練を受講する場合に、訓練期間中に子どもを保育所等に預ける経費

の一部を奨励金として支給することにより、託児にかかる経済的な懸念を軽減し、子育て中の求職者の

職業訓練の受講を促進する。

2 主な事業内容
県立産業人材育成センターが実施する職業訓練の訓練生が訓練期間中に子どもを保育所等におい

て託児する場合に、託児に要する経費(以下『保育料」という)の一部を奨励金として支給するロ

対象者 次のいずれにも該当する方

(1)就職希望者で、県立産業人材育成センターが実施する職業訓練を受講される方

(2)未就学児童の保護者で、職業訓練を受講するにあたり、当該児童を保育することが
できない方で、かつ同居の親族その他の者が当該児童を保育できない方

(3)上記(1)、(2)のため、当該児童を保育所等に預けられる方

支給額 訓練期間中における保育料の2分の1以内

(他の助成金を活用する場合は、保育料から他の助成金額を健除した後の2分のl以内)

上限額 保育児童が1人の場合月額2万円
保育児童が2人以上の場合月額3万円

予算額 10，440千円
(内訳)1訓練コースあたり対象者1人と想定

I普通課程訓練]@20，000円X108月(13コース分)=2，160千円
[短期課程訓練]@20，000円X414月(71コース分)=8，280千円

3 これまでの取り組み状況、改善点

-平成26ij三 8 月から事業開始し、 8~12月までで45件の利用があった。

-平成27年4月から施行される子どぢ可子育て支援新制度に伴い、対象施設を認定乙ども圏、幼
稚園、小規模保育等事業を実施する施設(地域型保育)や、その他各訓練生の事情により保育

所等に預けることが困難な児童を預けた施設も対象施設として拡大することで、子育て中の訓

練受講希望者のニーズに対応し、さらなる訓練の受講促進を目指す。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

l項総務管理費

2目 人事管理費

人事企画課(内線:7032) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)県庁の働き方 1. 072 、0 1.072 1. 072 
の改革事業

トータルコスト 1.072千円 (前年度 O千円) [正職員:0.0入、非常勤職員:0.4人]
主な業務内容 サァフイトオフィス設備導入及び運営事務、アドバイザ一任用事務等

工程表の政策目標甘旨標) 組織力の向上に最適・最大の効果をもたらす人事制度の構築及び点検・見直し

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
従来の働き方や概念にとらわれることなく、仕事と家庭の両立支援(ワークライフバランス)を推

進し、職員一人ひとりの生産性や効率性を高めていくため、サテライトオフィスやキャリアアドパイ

ザー制度等を導入する。

2 主な事業内容
(1)サテライトオフィス及び在宅勤務の導入・試行

県内の先導的取組となる仕事と家庭の両立支援の推進のため、県内3箇所にサテライトオフィスを

整備。

また、育児介護等を必要とする職員を対象に一部の勤務について在宅勤務を試行的に導入。

<サテライトオフィスの設置場所> 県庁舎、中部総合事務所、西部総合事務所

<サテライトオフィスの利用方法の想定>

-出張時に交通機関接続の待ち時間等を文書事務等にあてて有効活用

-出張先で帰庁後の事務を処理し、出張用務終了後は自宅へ直帰

-最寄りのサテライトオフィスへ出勤し、通勤時間の短縮を図り、家族の通院等に付き添い

(2 )キャリアアドバイザー(仮称)の設置
県職員OBをキャリアアドバイザーとして任命し、専門性が高い技術系職場での技術伝承や育児

介護等のワークライフバランス面での助言など現役職員のサポートを実施。

<期待される効果>

県組織や業務特性を十分に理解、把握した県職員OBによる的確な助言指導を得ることで、よりー

層の業務効率性の向上やワークライフバランスを促進。

(3)時差出勤制度の見直し

育児介護等を理由とする時差出勤の区分や対象を拡充

141 



平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料
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事業内容の説明

1 事業の目的・概要
地域における女性活躍を迅速に推進していくため、地域の実情に合わせ「地域女性活躍推進交付金J
を財源にして市町村と一体になって地域に根ざした取組を行う。

2 主な事業内容
(1)輝く女性活躍パワーアップ企業輩出
鳥取県における女性活躍推進モデル企業として広くその取り組みを波及させる。

一一ト一一
事藁葺| 一一 事業丙蚕

3.0841輝く女性活躍パワーアップ企業を対象に取組や好事例の紹介や活躍
している女性(ロールモデル)、企業紹介等を新聞広告を使い情報
信する。

2.3201輝く女性活躍パワーアップ企業候補の経営者等が、経営戦略正じて、
女性が働き続けキャリア形成することができる職場環境を盤えるた
めに必要な行動計画の作成を学ぶ。

2.5541輝く女性活躍パワーアップ企業候補の女性従業員に対する実践的な
リーダー研修を実施する。職場の中でチームを動かすととのできる
スキルを身につける。女性管理職登用に向け、具体的な取組へとつ
なも

8. 8381県内企業での女性管理職への登用状況、また女性活躍のための計画
の有無などの実態を調査し、県の数値目標達成までの足がかりとす
る。
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(3)市町村における取組

げれ ' 事業費 1 事業内容
4.0001女性活躍推進事業を行う市町村への補助(間援蒲扇7
生』盟'

(単位:千円)

3 これまでの取組状況、改善点
女性活躍推進については、経済団体等と連携し進めていると乙ろ。県の実状にあった施策を市町村
とも一体となって推し進めていく。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 男女共同参画推進課(内線 :7792)
1目 企画総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)とっとり女性活
(雑入)

躍加速化企業支援事
7.003 。7. 003 10 6. 993 

業

トータルコスト 12. 439千円(前年度 O円) [正職員:O. 7人非常勤職員:1. 1人]
主な業務内容 各事業実施に係わる事務(連絡調整、制度周知、申請書の審査等)
工程表の政策目標(指標) 仕事と生活の両立支援(男女共同参画推進企業の拡大)
事業内容の説明

事業の目的・概要
女性が夢や希望を持って、そのスキルや感性を最大限活かすことのできる環境をつくり、女性の
活躍できる環境づくりに取り組む企業を支援する。
新たに県として基本目標を設定し、 PDCAサイクルを通じて経済団体、労働団体とともに女性
活躍の推進を加速化する。

2 主な事業内容
(1)輝く女性活躍パワーアップ企業輩出
県内における女性活躍推進モデル企業として広くその取組を波及させる。

(単位:千円)

区分 事業費 事業内容

鳥取県女性活躍の 4. 000 女性が活躍できる職場環境・職場風土を作っていく上で、行動計画
ための企業支援補 を作る段階から、目標達成するまでの経費を補助する。
助金 -補助率1/2

-上限10万円
女性活躍企業推進 2. 469 輝く女性活躍パワ アップ企業の掘り起こし、女性活躍のための行
員配置 動計画作成の相談、フォロ一、男女共同参画推進企業の底上げのた

め非常勤職員を1人阻置する。
計 6.469 

(2 )標準事務費 534千円

3 これまでの取組状況、改善点
-鳥取県男女共同参画推進企業認定制度で、県内企業の男女共同参画の普及推進をしている。
-更なるステップとして女性活躍推進への取組を加速化させるため、基本目標を掲げながら企業への
支援施策を行う。
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平成26年度一般会計補正予算(経済対策関係)説明資料

費務総
費
政

費
政
労

働
労
労

目項
1

款
1

EJV 雇用人材総室[就業支援室1(内線:7229)
〔単位:千円)

事業名 補正前 備考補正 計
財 源 内 訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源

女性の創業応援
事業 2，317 300 2，072 4， 3891 1. 772 

トータルコスト

従事する職員数

工程表の政策目
標(指標)

事業内容の説明

2，317 

0.0人

2，072 

0.0人

4， 3891 (補正に係る主な業務内容)
商工団体等との調整、セミナーの開催、

0.0人| 委託事務処理等

「地域住民生活等緊急支援のための交付金(地方創生先行型)J充当事業

1 事業の目的・概要
県内において、女性が創業しやすい環境撃備の一環として、女性が創業を考えるきっかけと
なるセミナーを開催する。
※第3次J鳥取県男女共同参画計画の目標値(平成28年度)=;女性の年間創業件数60件以上

2 主な事業内容
創業に関心はあるが、何を学べばいいのか、自分は何をやりたいのか、どのような準備が必
要なのかなどがわからず創業へ踏み出せない女性や、創業に向けたヒントをつかみたい女性な
どが気軽に参加でき、創業へのイメージを具体化するためのセミナーを開催する。

【女性のための創業ファーストステップセミナーの概要]
0位置付け 女性の社会での活躍への意識啓発と現実の創業とをつなぐものとして実施する。
O開催回数全5回(県東部・西部地区…各2回、県中部地区…1回)
0定 員各国20名程度
0内 容女創業のヒントとなる講義

く〉そもそも創業って?()私にも創業できる?()どうやって創業する?
()創業までの準備・手続は?
女講師、女性起業家、受講者同士の交流

3 これまでの取組状況、改善点
(1)平成26年度にセミナーを5回開催(参加者77名)した。うち商工団体主催の創業塾へは3
割程度 (21名)が参加した。同様のセミナーへの参加希望者が3割程度あり、女性の創業へ
の関心は高まっている。
(※商工団体において、女性を対象とした創業塾の開催について検討中。)

<女性の創業支援の流れ>

0女性支流ザロ;ン

Oとっとり女性カ
活用応銀事象
【普寝セ草ナー}

。私にも制.できる?

Oどうやって創業する?
創業までの準備・亭鏡

・創業の心構え

・事量障のアイデア

・事黛1:::必要な考え方

.必要なお金

など

《禽ヱ固体》
。創霧車島の開償
tビジネスブラシの作成等}

《県産事庫銀興織修》
。r創象実績セシ聖一』での起象
アドパイス
Oピジネスプランコンテスト
。起集創.チャレンジ補助金

I繍励金1
。起集創業チャレンジ補助金{県)
O創集補助金{園}

144 



平成27年度一般会計当初予算説明資料

6款農林水産業費
1項農業費
1目 農業総務費

とっとり農業戦略課(内線 7388)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内訳

備考
国庫支出金起債 その他一般財源

品開室麟毒事 7，177 。7，177 7，177 

業

トータノレコスト 7，954千円(前年度 O千円) [正職員 0.1人]

主な業務内容 農林水産業へ従事する女性の経営参闘を支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

女性農林水産事業者の能力アップや働きやすい環境づくりを行い、女性が農林水産業の「中心

的な担い手j に育っていくために必要な支援を行い、農林水産業に従事する女性の経営参画を進

める。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

(1 )女性の経営参画や起業に必要な (例)へ/レバー等確保策の検討(繁忙期、若 3，000 

取組への支援 手女性農林水産業者の育児期等におけ

る人員確保)、アシスト機器導入による労

力軽減、経営コンサノレティング・商談会参

加による商品企画・販路開拓等

-事業実施主体女性農林水産業者の任意

組織

-補助金額:3，000千円(1，000千円 X3組織)

(定額補助)

(2)農林水産業経営に必要な技術、 (例)ジュニア野菜ソムリエ、食育マイスター、 3，000 

知識、資格取得への支援 家畜人工授精師、小型船舶操縦士等

-事業実施主体:普及所等が適当と推薦す

る女性農林水産業者

-補助金額:3，000千円(150千円 X20人)

(1/2補助)

(3)普及所が主催する女性農業者セ (例)先進事例等の研修、営農生活設計、 1，120 

ミナーの開催 家族経営協定に関すること、生産・加工・

販売に関する技術習得(基礎)、女性農

業者の交流等

(4)県域意見交換会の開催 上記(1)(2)事業実施者と(3)セミナー参 57 

加者を対象とした活動報告及び意見交換

tロh 計 7，177 
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8款土木費
1項
L 

事業名

トータルコスト

主な業潟村容

工程表の政策目標甘醐

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度|前年度|比較 ll I '_T~ I国庫支出金

14川4，叫 4，8461 
2，2501 01 2，250 

9，410 

2， 

5，1301 015，1301 1 1 1 5，130 

18，343千円(前年度 6，112千円) [正職員乱 2人]

備考

建設技能労働者の確保・育成支援、土木技術者の確保・育成支援

近年の建設業は、建設投資の減少による受注競争の激化を主因として経営環境が厳しいものとなり、
建設技術者・技能労働者の賃金低下や社会保険未加入等の就労環境が悪化し、若年入職者の減少と高
齢化が続いている。
建設業は、社会資本の整備及び維持・更新や災害対応など地域の安全・安心を担うとともに、「人」
が支える産業であることから、建設従事者の就労環境の改善と若年者や女性の更なる雇用拡大に向け
た取組を行う。

2 主な事業内容
(1)建設技能労働者の労働環境改善と若年者の確保・育成事業 (9，410千円) (県土総務課)
①賃金水準等の詳細調査等 (4，564千円)
下請契約書や標準見積書により把握した下請契約額と設計金額とを比較分析し、下請契約額や
賃金水準等を把握し、必要な助言・指導を行う。
②若年者の確保・育成事業 (4，846千円)
厚生労働省が実施するキャリアアップ助成金制度(助成期間最長6箇月)活用後に継続して育

3， 750千
若者や女性に建設業に興味・関心を持ってもらうためのイベントを開催するなど、建設業の魅
力発信や人材確保に意欲のある企業・団体の行う取組に対して経費の 1/2を助成する。
(県上限:750千円)
②女性技術者が語る座談会、土木カフェ及び土木遺産等ツアー(1， 380千円)
PTA及び教職員等に建設業の魅力や女性の活躍の可能性についての理解を得るため、 PTA、
員及び女性技術者等との座談会や土木の魅力を広く県民へ発信する土木カフェ等を実施する。

3 建設産業の担い手確保・育成に係る関連事業(地方創生先行型)
( 1 )若年者等への技能承継事業(雇用人材総室)
鳥取県職業能力開発協会及び企業で構成する共同体に職業訓練を委託することにより、鳥取県の
技能承継を推進する。
(2)鳥取県版キャリア教育推進事業(高等学校課)
土木建設業に従事している卒業生から現役高校生へ土木の魅力・やりがいを伝えてもらうため、
卒業生が講師となった講義等を実施する。
(3)将来の建設産業担い手育成支援事業(県土総務課・技術企画課)
建設技術者等の確保・育成を図るため、建設業者の行う高校生のインターンシップ受け入れ、新
規入職者に対するトレーナー設置及び資格取得などの経費の一部を助成する。

4 これまでの取組状況、改善点
(1)建設業の経営環境の改善のため最低制限価格や低入札調査基準価格を引き上げた他、適切な賃金
水準の確保や社会保険等加入の徹底を図るため、公共工事設計労務単価を大幅に引き上げた。
(2)建設労働者の確保・育成の支援を行ったほか、新たに要綱を制定し、適正な価格による下請契約
の締結、適切な賃金水準の確保、社会保険等加入に向けた要請と指導を行ってきた。
(3 )広く県民に土木・建設業を理解していただくために、女性技術者による土木イメージアップシン
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3款民生費
1項社会福祉費
4目老人福祉費
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事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)医療・介護 (基金繰入金)

情報の連携体制構 3. 786 。3. 786 3. 786 
築事業

トータルコスト 9. 222千円(前年度 O千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 連携会議の開催、フォーフムの開催、研修会の開催

工程衰の政策目標(指標)

(r鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業]
事業内容の説明

事業の目的・概要

入院時・退院時の円滑な情報伝達により、社会的入院の減又は入院期間の短縮を図り、入院長期化

に伴う高齢者の心身機能の低下を防ぐとともに、医療ニーズ及び介護ニーズのある高齢者が自宅等で

生活を継続できるよう、高齢者の「入院(急性期~回復期)Jから「介護Jに至る医療及び介護関係者

の情報共有、連携体制を整備するロ

2 主な事業内容

区分 摘 要

(1)各圏域での連携会議 退院支援ルール策定等を通し、医療関係者ィ介護関係者それぞれが

の開催 (748千円] 組織化を進め、 l両者の連携の場を設ける。

[医療側】病院の医師・看護師・医療ソーシャルワーカ一等

【介護側】地域包括支援センター、ケアマネージャー等

(2)県全体の連携会議 県全体で医療・介護連携を推進するため、広域的な協議の場を設け、

(120千円] 市町村や県医師会等関係者の理解、周知を図る。

(3)各閤域での連携推進 医療・介護お互いの役割や基本的知識等を理解する研修会、地域の
f;:向けた取組 医療・介護関係者、一般県民を対象とした啓発フォーラムの開催等を

(2. 118千円] 実施する。

(4)県全体の地域包括ケ 地域ぐるみで高齢者の在宅生活を支えようという県全体の機運を盛
ア推進に向けた取組 り上げるため、主に介護関係者を対象とした研修や啓発フォーラムを

【800千円] 開催するロ 、

3 これまでの取組状況、改善点
高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続ける、ことができるよう、地域包括

ケアを進めていく上で、医療側と介護側との連携は一層強化する必要があるロ

団塊の世代が75歳以上となる2025 (平成37)年に向けて、「医療Jr介護Jr介護予防Jr生
活支援Jr住ましりを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」を構築していく。
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3款民生費
1項社会福祉費 長寿社会課(内線 :7176)

(単位:千円)1自 社会福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

備考
国車荒憧 起債 その他 一般財源

(新)介護人材確

保推進事業
10. 139 。10. 139 (基金繰入金)

10. 139 
トータルコスト 12.469千円(前年度O千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 介護職員等への補助、介護ボフシァィア体験実施、アンケート調査等委託

工程衰の政策目標(指揮)

事業内容の説明 【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業]

事業の目的・概要

介護に携わる人材は全国的に不足しており、さらに生産年齢人口の減少により、今後ますます人材

確保が困難となっていく状況である。介護人材を確保するため、若い世代等の参入や従事者の定着を

促進する総合的な人材確保対策を講じるロ

2 事業内容 (単位:千円)

区分 摘要 予算額

介護職員、小規模 小規模事業所の共同による研修や求人活動の実施、介護職員グル

事業所グループの 一プによる介護の魅力発信などへの補助を行い、職員の資質向上、 1.000 
支援 離職防止を行う。

@200千円X5団体=1. 000千円
中高生夏休み介護 夏休み中に介護職場の雰囲気や仕事の様子を見学したり、高齢者

体験 とのふれあいを通して、高齢者に対する思いやりの心を育てるとと 438 
もに、介護の仕事に興味を持ってもらう。

調査・研究 介護福祉士等の潜在的有資格者の再就業を促す「福祉有資格者登

録制度」について、アンケート調査を実施し、新規事業としての効 194 
果を研究する。

子育て世代等の参 介護事業所で短時間働き、技術を習得しつつ、資格を取得するこ

入促進 とを支援する。 8. 507 
@170.133円x50人=8.506.650円

計 10. 139 

3 これまでの取り組み状況、改善点

これまでも介護人材を確保するため、修学資金貸付、福祉の就職フェア、離職防止のための研修等

の施策に取り組んできたが、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により、今後介護人材は不足して

いくことが見込まれているにもかかわらず、いまだに、福祉・介護分野は、離職率が高く人材が定着

しないことや、仕事に対するマイナスイメージも根強い状況である。

平成27年度から f鳥取県地域医療介護総合確保基金」を活用し、より一層の人材確保及び職場定着
を図る必要がある。
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3款民生費

1項社会福祉費
4目老人福祉費

長寿社会課(内線 :7176)

(単位:千円)

事業名

(新)介護保険料軽

減強化事業

トータJレコスト

主な業務内容

工程表刀瞭目標銅望号

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

財源内訳
本年度 |前年度| 比較

1国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

問 2I 01 24. 8921 1. 11  24. 892 
25. 669千円(前年度 O千円) [正職員:O. 1人]
負担金関係事務

高齢化の急速な進展に伴い、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が避けられない中で、制度を

持続可能にするため、低所得者の保険料に対して、新たに公費を投入して軽減を行う。

(平成27年度より国の制度として導入)

2 主な事業内容

( 1)制度対象者

新第1段階
・生活保護被保護者

・世帯全員が市町村民税非課税の老齢福祉年金受給者

・世帯全員が市町村民税非課税かつ本人年金収入等80万円以下等

(2 )軽減率

0.05(0.5→ O. 45) 
※標準額を 1とした場合の軽減率

(3 )事業経費負担

国1/2、県1/4、市町村(保険者) 1/4 
※予算は県負担分(県→市町村(保険者)に交付)

3 これまでの取組状況、改善点

これまでも65歳以上の方が支払う介護保険料は、制度上低所得者を対象として軽減していたが、

今回更に軽減率を拡大するもの。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費

HI 社会福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財源

図案完封金起債

(新)町内・集落福

長寿社会課(内線:7688) 

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

(基金繰入金)

祉全国サミット m 烏 2.000 。2.000 2. 000 

取開催事業

トータルコスト 7. 436千円(前年度 O千円) [正職員:O. 7人]

主な業務内容 実行委員会運営、企画立案・意見調整、開催に係る事務、補助金等交付等

工混表の政策目標骨崩事事

事業内容の説明 [fとっとり支え愛基金j充当事業]

1 事業の目的・概要

平成27年度から、介護保険法の見直しに伴い、生活支援コーディネーターの配置など新たに地域

の相談・支援体制が制度化されるため、今まで地域福祉を担ってきた市町村社協、民生委員・児童委

員が新制度をいかに地域福祉の中で効果的に運用していくかが、今後の地方の大きな課題である。

「地方創生」が唱えられている今日、当サミットを遇して地方から地域課題とその解決に向けた新

たな仕組みの提言へとつなげていくとともに、本県の支え愛のモデル的な取組を全国へ発信していh、く
【町内・集落福祉全国サミットとは]

誰もが普通に暮らし続けることのできる地域社会の実現を目指す全国的な団体である、 NPO

法人全国コミュニティーライフサポートセンターが主管し、町内会・集落などの地域課題の

解消、新たな地域福祉の取組の提言などを話し合う全国的なサミットで、第1団側24)は秋田県

l~沢市、第2 団側25) 兵庫県淡路市で開催している。
J 

2 主な事業内容
第3回町内・集落福祉全国サミット in 鳥取を開催するため、県、市町村等で組織する実行委員会

に対し補助金を交付する。

(1)実施主体第3田町内・集落福祉全国サミット 1n鳥取実行委員会

(委員構成.県、関係市町村、県社協、市町村社協、民生・児童委員協議会、支え愛活動団体等)

(2)予算額 2. 000千円(補助率:県10/10、財源内訳・基金)

(3)事業概要

0開催期日平成27年10月18日(日)、 19日(月)
0開催場所 とりぎん文化会館、智頭町
0開催内容(参加人数:1. 000人(想定:県内600人、県外400人))
開催日 開催場所 実施内容(想定)
第1日目 とりぎん文化会館 開会セレモニ
10月18日 (梨花ホール) 基調講演、鳥取の地域福祉活動の事例発表

とりぎん文化会館 第1分科会
(梨花ホール) (新たな支援体制の構築に向けて)
とりぎん文化会館 第2分科会
(第l会議室) (住民による地域独自の支え愛活動)
智頭町 第3分科会

(地域福祉で社協が変わる)
鳥取市・智頭町 交流会

第2日目 とりぎん文化会館 徹底討論会(パネリストと会場参加者との討論)
10月19日 (梨花ホール) (明日の地方を考える~いつまでも地域と人が輝くために~)

3 これまでの取組状況、改善点

平成26年度事業棚卸しであった『とっとり支え愛活動」への支援施策における[全国発信」の提

言を踏まえ、当サミットは県内の支え愛活動の事例発掘や全国発信の最適な機会となる。

当サミットの開催を通じ、県内の地域福祉を担う機関と課題を共有し連携を強化する。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
1項社会福祉費 長寿社会課(内線 :7688)
1目 社会福祉総務、費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国華赴挫起債 その他 一般財源

(新) トータルサボー・

ト(総合相談)モデル 3. 185 。3， 185 3， 185 
事業

トータルコスト 4， 738千円(前年度 O千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 補助金の交付事務、事業実績の効果測定

工程表の政策目標備標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

生活困窮者自立支援法の施行や介護保険制度の見直しに合わせ、総合的かつ効率的な相談体制をモ

デル的に実施する市町村社協を支援することにより、近年増加している複雑な問題や同一世帯におけ

る複合的な問題などに対応するとともに、その効果検証を行い、今後のあり方を検討する。

2 主な事業内容
日常生活自立支援事業を実施する市町村社協が、関連性のある成年後見支援センター補助事業及び

生活困窮者自立支援事業に係る相談・支援窓口の一本化を図る場合に市町村を通じて支援する。

(1)実施主体市町村社協(交付先:市町村)

(2)予算額 3， 1 85千円(補助率:定額、財源内訳:単県)
(3)対象事業及び対象経費等
事業区分 対象事業 対象経費等

日常生活自立 精神障がい者、認知症高齢者等で判断能力に不安が 人件費、事業費

支援事業 あるが、契約内容が理解可能な者に対する日常的な ※別途、鳥取県社会福祉

金銭管理(年金等の受領、医療費等の支払等)や書 協議会活動費交付金事

類(年金証書、保険証書等)の預かり等 業で計上

成年後見支援 精神障がい者、認知症高齢者等に係る成年後見に関 人件費

センター補助 するもの 1件当たり100千円
事業 ※比較的軽微な案件が対象 (7件を目安) (1市町村当たりの上限

額700千円)
活動費

1市町村当たり45千円
生活困窮者自 生活保護受給者を除く者のあらゆる相談(収入・生 国庫補助対象の人件費の

立支援事業 活費、仕事探し・就職、病気・健康・障がい、住ま 市町村が負担した112
い、家族関係・人間関係等)に対して対応 (全体の118)
※自立相談支援事業(就労支援業務は除く)、家計

相談支援事業

※日常生活自立支援事業、成年後見支援センター補助事業の2事業実施でも対象。
※生活困窮者自立支援事業は、 2事業(日常生活自立支援事業、成年後見支援センター補助事業)
を実施する市町村社協が対象。

3 これまでの取組状況、改善点
日常生活自立支援事業及び成年後見支援センターの相談件数が増加しているとともに、問題の複雑

化や複合化も顕著となっている現状を踏まえ、新たに創設される生活困窮者自立支援事業も含め、住

民の近いところで、効果的、効率的な支援体制の整備に取り組むものである。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

3款民生費
1項社会福祉費
4目老人福祉費

長寿社会課(内線 :7688)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目才 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり支え愛体制
It'mr.制 TTt 偵務負担行為

づくり事業 (基金繰入金

5， 000 
25， 383 40， 678 ム15，295 (基金繰入金)

23， 370 
(財産収入)

2， 013 
トータルコスト 30， 819千円(前年度46，095千円) [正職員:0.7人]
主な業務内容 補助金交付事務、委託契約締結・支払事務、基金管理

工程表の政策目標(指標) 支え愛まちづくりの推進と高齢者が地域で住み続けるための仕組みの構築

事業内容の説明 [iとっとり支え愛基金」充当事業】

事業の目的・概要
とっとり支え愛基金を活用し、地域住民が支え合う互助の仕組みづくりを支援し、地域の支え愛体制

づくりを促進する。

2 主な事業内容
(1)とっとり支え愛活動支援補助金(16，500千円)の
地域課題の解消に向けた住民主体の様々な支え愛取組を支援する。 (単位:千円)

区分 内容 対象団体 補助率 上限

新たな取組への支援 地域課題の解消に向けた新たな取組(初年度) 民間団体、 10/10 1， 500 
継続した取組への支 立ち上げ支援した取組みのうち、市町村が有効 住民組織 112 1， 000 
援 (2、3年目) 性を認め補助する取組

支え愛のモデル的取 市町村が行う地域課題の解消に向けた効果的な 市町村 112 2， 500 
組への支援(※) 新たなモデル的取組を支援する (2年間

対象.森のミニデイパワーアップ事業(智頭町) 5， 000) 
※支え愛のモデル的取組への支援は2ヵ年事業(平成27-28年度) 債務負担行為
(2)鳥取ふれあがい集共生ホーム整備事業補助金 (6，000千円)
地域住民の誰も い、支え愛活動の拠点となる場所の整備を支援する。 (単位:千円)

区分 内容 対象団体 補助率 上限額|

共生サービス型 高齢者、障がい者等の2つ以上の事業を運営する
1， ooa 11 事業所に設置されるもの 民間団体 10/10 

事業所併設型 地域住民との交流を目的に高齢者等の事業所に設

置されるもの

交流サロン型 地域の多世代交流を目的に設置されるもの 民間団体、

住民組織

(3)その他 (単位:千円)

事業名 内容 予算額

共生ホーム実践塾 共生ホームを県内に広げるためのフォーフムを開催する。 500 
委員報酬等 支え愛・共生の社会づくりWG、補助金審査会を開催する 370 
基金運用益 とっとり支え愛基金運用益を基金に積み立てる。 2， 013 

計 2， 883 
3 」れまでの取組状況、改善点
26年度の事業棚卸において、「効果検証をすべきJi事例を県内外へ発信していくべきJi本来は市
町村が主体的にすべきことであり県が支援を続けるのかJとの意見があったことから、以下のとおり

見直しを行った。

-民間対象事業の取組への支援は、事業計画段階から市町村も関与してもらい、 2年目の支援は市町
村が効果を認め支援する事業を対象とした。また、市町村事業については達成目標を提示してもら

い、達成状況を評価することにした。

-他の参考となる取組は、成果や取組状況などを全国集落・福祉サミットなどでPRする。
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平成27年度一般会計当初予算説明資料
3款民生費
l項社会福祉費

4目老人福祉費

長寿社会課(内線:7688) 

(単位:千円)

事業名 本年度|前年度 比較| 財源 内 訳 「備考
|国電延雄 l起債 lその他 l一般財源l胴苛

わが町支え愛マップ

推進事業
6川 M | |可制 | 

トータルコスト

主な業務内容

I 口1，64斜4千円(前年度2幻l，71げ7千円)
補助金交付事務

[正職員:0.7人]

工程表の政策目際世閥 支え愛まちづくりの推進と高齢者が地域で住み続けるための仕組みの構築

[fとっとり支え愛基金」充当事業]

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

地域における人間関係や家族の紳が希薄となり、誰にも相談できず必要な支援を受けられないまま

孤独死となる事案が、身近な地域においても発生している。

まず関心の高い防災を切り口に住民が対応を検討し、その取組をベースに地域に存在している課題

への取組につなげていく支え愛のネットワークの構築などに対し支援する。

2 主な事業内容

事業名(予算額)I 事業概要

わが町支え愛活| 支え愛マップづくりを通じて、地域住民が主体となって誰もが住み慣れた地域

動支援事業 |で安心・安全に生活が続けられる地域・社会づくりの取組に対し支援する。

(6， 000千円)Iくわが町支友愛活動支援事業補助金>

支え愛ネットワ

ーク構築事業

(60千円)

0実施主体:町内会、集落等(平成27年度目標箇所数:100町内会等)
O対象事業:支え愛マヅプの作成、平常時の見守り体制の構築等
O上限額:1町内会当たり100千円(負担割合:県112、市町村112)
<(新)わが町支え愛活動ステップアップ事業補助金>

0実施主体:町内会、集落等(平成27年度活用箇所数・ 10町内会等)
O対象事業:地域支え愛会議の立ち上げ・運営

支え愛マップづくりで認識・共有された課題の解決に向けた取組

(例:高齢者同士の見守り活動、認知症俳御模擬訓練など)

lO上限額:1町内会当たり200千円(負担割合・県112、市町村112)
1 町内会・集落単位の地域において、介護保険・地域福祉・地域防災などのネッ

トワーク体制をモデル的に構築する。

0モデル市町村:6市町(倉吉市、岩美町、若桜町、智頭町、北栄町、江府町)
O実施内容:円滑な事業実施を目的とした意見交換、情報共有及び共通課題の検

討などの会議を実施する。

社会福祉施設主| 島根原発災害や大規模災害などにおいて、社会福祉施設等の実効的な避難や受

体の災害時要支|入などの対応に係る研修会を開催する。

援者対策

048千円)
・事業期間:平成28年度まで

3 これまでの取組状況・改善点

平成26年度事業棚卸しの「支え愛マップづくりは自治会活動の活性化につながる分かりやすい取組」、
「市町村等が事業主体で実施すべき」の評価結果を踏まえ、以下の事業の方向性を整理した。

0平成26年度末では、約340の町内会等で取り組まれる見込みであり、県内自治体の約2割(約600)
を目途に実施し、以降は、既存の取組を参考に市町村が主体となって拡大する。

0既に支え愛マップづくりに取り組んでいる町内会等が行う支え愛活動へ展開する取組について、
新たに支援する。(わが町支え愛活動ステップアップ事業補助金の創設)
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平成27年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費
2項企画費 教育・学術振興課(内線 :7814)
2目 計画調査費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

未来に役立つ「もの (34: 410) (4，643) (29， 767) (22， 413) (J 1， 997) 
づくり教育」実践事 1 I. 997 4，643 7， 354 1 I. 997 
業
トタルコスト 15， 880千円 (前年度 8，513千円) [正職員:0.5人]
主な業務内容 ものづくり実験工房FabLabの全県普及・海外交流、モデル研修、道場の活動支援
工程表の政策目標(指標) 科学・ものづくりに関する催しの実施および指導者の育成、ものづくり人材育|

成システムの立案
事業内容の説明 ※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

1 事業の目的・概要
製造の業裾の野空を洞Ji;化に対処し、技術革新を推進するためには、次代の地域産業を担う「ものづくり人
材J 広げる必要があるが、学校教育による技術教育は充実しているとはいえない。
このため、これを解決するために、鳥取大学や鳥取環境大学などが産学官協働で取り組む「もの
づくり協力会議」が行う、子どもから大人まで一気通貫の「ものづくり教育」の実践活動を支援
する。

2 主な事業内容 (単位:千円)
区 分 予算額 内 ?(;. 

FabLab普及事業 8， 678 。ものづくり体験の場を拡げるためにFabLab(ファブラ
ボ)の全県展開や海外交流等により魅力の向上を図る。
※7ァブ巧ポ:世界各国で展開されている未来型のものづくり体験施設。
※ファ-，ト，){とっとりの運営、普及には、緊急庖用意IJ出事業(地域人づく
り事?と:<;;'活用。
く概要〉
. (継続】東部(鳥取市文化センター)のFabLab(ファブ
ラボ)とっとりの運営、 FabLab普及イベント開催
. (新規]東部に加え中西部にもFabLabを新設(倉吉市、
米子市内)。
. (新規]県内FabLab事業者資金調達Webシステムの創
設
→クラウドファンディング(ネットを通じた志に賛同
した者からの資金調達)システムの整備
. [新規]海外交流(国際的ネットワーク構築)
…第II回世界会議(ボストン)，第2回アジア会議(台
北)への参加

ものづくり教育実践 2， 241 0 気通貨の「ものづくり教育」実践課題を発見するた
体系構築モデル研修 めに、試行錯誤による創造力育成のモデル研修を実施。
事業 [対象]中学生、高校生各20名程度

[内容]・レゴブロックと3Dプリンタによる自動車製
造ラインづくりと小学生へのものづくり指導体験
-メーカー機器分解実演、製造工場・ FabLab見学等
※ものづくりの体験型研修に実績のある企業に委託

ものづくり道場支援 I. 078 orものづくり協力会議jが、東中西部で運営する「もの
事業 づくり道場」の指導者養成等の取組を支援(補助金)。

-内 容:ものづくり指導者の養成講座の実施
-補助率:定額

3 これまでの取組状況、改善点
昨今の子どもたちのものづくりや科学離れを打破するため、小中学生を中心としたものづくり道
場の活動支援や、中高生のモデル研修等の取組を通じた課題検討により、全国的にも先進的なFab
'Labを東部に開設するに至り、利用者の支持を得ている。
このような成果を全県に拡げるため、中西部の拠点や東部のような民設FabLab等の市民による
全県的なものづくり実践活動の促進を図っていく事が必要となっている。
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2款総務費
1項総務管理費
立tl U主主

事業名

私立学校教育振興
補助金

F=亨Jvヨヌト
主主茎蓋自室
工程表の政策目標甘旨標)

事業内容の説明

1 事業の目的・慨要

平成27年度一般会計当初矛算説明資料

ltt 
本年度 前年度 比較 備考

1. 820， 991 I 1， 857， 191 Iム36，200 I 201， 225 1. 619， 766 

援

私立学校(高等学校、中学校、専修学校)の教育条件の維持向上、生徒・保護者の教育費負担の
軽減及び学校経営の安定化を図り、各私立学校の特色ある取組を支援する。

2 主な事業内容

と連携している高等専修学校 (3校)

[一般分一一特別分:早期退職制度実施、舎監配置、専門ソフト整備、土曜日授業実施、 ICT機器購入、
特色ある教育(伝統文化、食育、外国語、職業など)、カウンセラー配置、
(新)地域と連携して行う校外での教育活動

く〉改正点
地域や地元企業と連携して取り組む教育活動に対する助成を新設するロ
(高校特別分)
【新】身近な地域で学ぶ実践教育支援事業(補助率1/2、予算額1， 340千円)
私立高校が地域の遊休施設等を活用して行う校外での教育活動や、休日等に地域の
住民に学び直しの場を提供する活動(歴史講座、外国語講座)に要する経費

く〉平成27年度補助単価 (単位:千円)
区分 高等学校 中学校 経費の積算

大規模校 中規模校 小規模校

学校単価 26， 430 24， 653 23， 825 9， 181 -校監査長費・用教等頭×・人権教育主任・事務職員等人件費
112 

生徒単価 374 391 419 374 -教員育数管算理費定等は標は準公法立実+単県加配 (公立並び)
(普通学科) -教 績並び{中学は私学LXII2

3 これまでの取組状況、改善点
(1)一般分 平成19年度に単価方式に変更し、単価の見直しを平成22、25、26年度に行った。
(2)特別分
・専門ソフト整備助成事業を新設した(平成25年度)
・中学校も、 「心豊かな学校づくり推進事業」の対象に加えた(平成25年度)
・土曜日授業実施校への助成事業、 ICT活用教育促進事業を新設した(平成26年度)
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10款教育費
1項教育総務費
2目事務局費

事 業 名

平成27年度一般会計当初予算説明資料

本年度 前年度 比較

教育総務課(内線 :7936)
(単位:千円)

財源内訳
備考

国庫支出金起債その他一般財源

教職員いきいき! 1. 755 4， 083 ム2，328 1. 755 
プロジェクト推進事業

トータルコスト 3，308千円(前年度5，631千円)[正職員:0.2人]
主な業務内容 プロジェクトチ ム運営、セミナー開催、業務改善の効果検証等
工程表の施策目標t開 特色ある学校運営の推進

事業内容の説明

事業の概要
学校教職員の多忙感解消のため、プロジェクトチームによる対策検討を進め、学校現場の職場
改善意識を醸成するための研修を実施するとともに、モデル校の取組事例をもとに業務改善
(以下「カイゼン」という。)に取り組む学校を支援する。

2 事業内容 (単位:千円)

項 目 予算額 実 施 内 H廿M 

プロジェクトチームにお 72 プロジ工、クトチームを引き続き設置し、現場のカイゼン事
ける対策検討 例をボトムアップにより吸い上げて横展開を図るなど、教

職員の多忙感解消のための対策検討、。効果検証等を行う。

トップセミナーの開催 435 全学校種の各学校長、市町村教育委員会職員等を対象とし
て、学校現場のカイゼン意識を醸成するための研修会を関
催する。

校内カイゼン研修の支援 1， 248 平成26年度に外部指導者とともにカイゼンに取り組んだ
モデル校の取組事例をもとに校内におけるカイゼンを実施
しようとする学校に対し、県内外の学識経験者等カイゼン
について知た見を有する者を招き校内教職員に対する研修を
実施する めの経費を支援する。

15" 言十 1. 755 

3 これまでの取組状況、改善点
-教職員の事務の効率化による負担解消を図るため、これまで学事支援システムの導入やノーツ
県D立Bの活用等のハード面の環境整備を図る一方、小中学校教員の授業持ち時間目安の見直しゃ
高校への教育相談員配置などソフト面での取組も実施してきでいる。

-また、平成22年に実施した教職員業務実態調査結果を踏まえ、「帰ら-DAY(一斉退庁日)J、
「リフレッ週(一斉退庁週)Jの設定、管理職による勤務状況把握の徹底等の取組を実施している。
-本事業のほか以下の取組を実施する予定であり、引き続きプロジェクトチームでの検証を行っ
ていく。
01 CTを活用した学校運営支援システム構築事業(教育総務課)
0県教育委員会における障がい者就労支援事業(教育総務課)
O学校管理職を対象としたカイゼン活動実施研修の開催(教育センター)
0モデル校を中心としたカイゼン実践事例集の作成・配付(高等学校課)
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